
特定個人情報保護評価書（全項目評価書）

 公表日

岡山県岡山市長

 個人情報保護委員会　承認日　【行政機関等のみ】

特記事項

[令和７年５月　様式４]

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

 評価書名

収滞納に関する税務事務　全項目評価書

評価書番号

4

岡山市は、収滞納事務における特定個人情報ファイルの取扱いに当たり、
特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利益に影
響を及ぼしかねないことを認識し、番号法及び個人情報保護に関する法令
を遵守し、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減
させるために十分な措置を行い、もって個人のプライバシー等の権利利益
の保護に取り組んでいることを宣言する。

 評価実施機関名



項目一覧

Ⅰ　基本情報

　（別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策

　（別添３）　変更箇所

Ⅵ　評価実施手続

Ⅴ　開示請求、問合せ

Ⅳ　その他のリスク対策

　（別添１） 事務の内容



収滞納事務は、市税の収納管理及び滞納整理を行うものである。
地方税法及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号
法」という。）の規定に従い、特定個人情報を以下の事務において取り扱う。

①調定登録・変更事務
・当初課税による調定の登録
　個人住民税(普通徴収、特別徴収、年金特別徴収)、固定資産税、軽自動車税、事業所税、市たばこ
税、入湯税、鉱産税の調定情報を受取る。
・課税更正による調定の変更登録
　市による調査や税務署からの修正申告、更正決議等により課税事務で税額が変更された場合、速や
かに変更調定情報を受取る。

②収納消込事務
納付書による入金、コンビニ入金、スマホ決済による入金、金融機関等への入金、口座振替による入金
などの情報をもとに消込を行い、調定額と収入額を比較し、完納、未納、過誤納を判定する。

③口座情報の管理
・口座振替依頼書による市税振替口座の管理を行う。
・還付口座届出書による市税還付口座の管理を行う。
・情報提供ネットワークシステムへの情報照会による市税還付口座の管理を行う。

④口座振替の管理
口座振替結果の確認を行い、正常に口座振替ができた場合は、軽自動車のうち車検のある車両につい
ては口座振替済通知書を納税者へ送付する。口座振替ができなかった場合は、口座振替不能通知書を
納税者へ送付する。また、口座振替依頼、停止など、納付方法に変更があった場合は修正を行う。

⑤還付・充当事務
収納消込、課税更正による調定変更の結果、収入が調定を超えて納め過ぎの状態になった場合、還付
事務または充当事務を行う。

⑥返戻・公示事務
送付先不明などの理由で督促状等が返戻された場合、送付先が判明すれば、再度送付し、不明の場合
は公示する。

⑦窓口事務
・申請に基づき、納付内容に係る証明書を交付する。
・納付書の再発行を行う。

⑧年次繰越事務
繰越処理を行い、決算資料を作成する。

⑨督促事務
納期限までに完納しない納税義務者に対し、地方税法の定めに従い督促状を発送して納付を促す。

⑩催告事務
督促を行ったにもかかわらず、完納されない滞納者については、納付を促すために催告を行う。

⑪滞納者の財産調査
催告や納税相談の効果がなく完納の見込みが立たないときなどは、滞納整理の方針を決定するため
に、滞納者の財産調査を行う。
・債権：預貯金調査、給与調査、公的年金調査、生命保険金調査、地代家賃調査など
・不動産：登記簿調査、固定資産税調査など

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 収滞納事務

 ②事務の内容　※



[ ] その他 （

] 庁内連携システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

5) 30万人以上

2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満

]

○

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

⑫徴収猶予
財産調査の結果、納期限までに納付できない事情があり、税金の徴収を延期すれば完納を見込める滞
納者には、申請により徴収猶予を行う。

⑬滞納処分の停止
財産調査の結果、滞納処分をすることができる財産がないなど、納付の見込がないと判断した滞納者に
は滞納処分の停止を行う。

⑭滞納処分
財産調査の結果、納付できる資力があるにもかかわらず、納付の意思が無いと判断した滞納者に対し
滞納処分（差押・交付要求・捜索・公売）を行う。

⑮不納欠損
時効もしくは滞納処分の停止により債権が消滅した滞納金について、該当する調定情報を収納・滞納管
理情報から抹消する。

（具体的な特定個人情報の流れについては別添１に記載。）

なお、番号法においては、法第19条第８号に基づく主務省令第２条の表に基づいて情報保有機関は情
報提供ネットワークシステムに接続し、各情報保有機関が保有する個人情報について情報連携を行うこ
とが必要とされている。
収納システムと共通基盤システムの間でデータ（副本）の受け渡しを行い、共通基盤システムが中間
サーバーを介して（※１）、情報提供ネットワークシステムと接続することで、符号の取得（※２）や各情報
保有機関で保有する特定個人情報の照会と提供等を実現する。
（※１）岡山市では、共通基盤システムが庁内連携・団体内統合宛名システムとしての機能を有し、一括
して中間サーバーとの情報連携を行う。
（※２）セキュリティの観点により、特定個人情報の照会と提供の際は「個人番号」を直接利用せず「符
号」を取得して利用する。

①宛名照会機能　：　納税義務者、世帯員の宛名情報（住民、住民登録外者（以下「住登外者」とい
う。））、共有者、事業所情報の照会機能。個人番号の照会はこの機能にて行う。
②住登外者の登録・更新機能　：　住登外者の宛名情報を登録・更新する機能。住登外者の個人番号の
登録・更新はこの機能にて行う。
③法人の登録・更新機能　：　法人事業所の名称・所在地等基本的な情報の登録・更新機能。
④送付先等の照会・登録・更新機能　：　送付物の送付先、納税管理人、相続人代表、破産管財人等に
ついて、照会・登録・更新を行う機能。
⑤口座情報の照会・登録・更新機能　：　口座振替の金融機関、口座番号などを参照・登録・更新する機
能。
⑥関連宛名設定機能　：　宛名番号が異なる同一人（重複登録・再転入等）について、同一人であること
（関連があること）の設定を行う機能。
⑦金融機関の照会・登録・更新機能　：　金融機関の照会・登録・更新を行う機能。
⑧利用者ID対応づけ機能　：　電子申告の利用届出データの利用者IDと宛名番号の対応づけを行う機
能。
⑨住記連携機能　：　住民記録システムの異動データを宛名システムへ連携する機能。住民の個人番号
はこの機能で取得する。
⑩宛名情報ファイル作成　：　氏名・住所などの宛名情報を提供するためのファイルを作成する機能。
⑪同一人チェック機能　：　氏名などの情報をもとに、宛名番号は異なるが同一人の可能性が高い対象
者を出力する。同一人のチェック条件として個人番号を利用する。
⑫申告書記載番号取込み・チェック機能　：　申告書に記載された個人番号について、宛名システムに未
登録の場合は登録する。登録済みの場合は、真正性確認のチェックを行う。
⑬宛名情報連携機能　：　共通基盤システム（団体内統合宛名システム）へ個人番号付きの宛名情報を
送信する機能。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

 ①システムの名称 宛名システム（税務システムの一部）

 ②システムの機能

 ③対象人数 [ 30万人以上

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 システム1

＜選択肢＞
1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満



[ ○

[ ○ ] その他 （
コンビニ収納代行業者、非OCR読取システム、口座ファイリングシステム、
eLTAX

）

] 税務システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム2～5

 システム2

 ①システムの名称 収納システム

 ②システムの機能

①調定管理
・当初調定取込機能 ： 当初調定を取り込む。
・調定異動取込機能 ： 税額異動データを取り込む。
・滞納繰越機能　： 過年度、現年度滞納繰越処理を行う。

②入金消込
・消込データ変換機能　： パッケージ共通の入金データレイアウトに変換する。
・消込データ作成機能　： 消込前に納付データのチェック処理を行い消込処理の入力データを作成す
る。
・消込処理機能　：消込データより入金情報の更新処理を行う。
・収納更正機能　： 消込結果内容に誤りがある場合、消込履歴データの更正を行う。
・消込エラーデータ修正機能 ： 消込処理でエラーとなった入金データの修正を行う。

③口座振替
・口座振替依頼処理機能　： 金融機関へ口座振替依頼するためのデータを作成し、自治体控えとして口
座振替請求者リストを出力する。
・口座振替結果処理機能　： 口座振替結果データをもとに口座収入確認表を出力する。
・口座振替不能通知書作成機能　： 口座振替が不能となった納税義務者用に口座振替不能分納付書
兼通知書を出力する。
・軽自動車口座振替済通知書作成機能　： 口座振替を行った結果として、軽自動車税口座振替済通知
書を出力する。
・口座振替結果照会機能　： 納税義務者の口座振替結果を照会する。

④照会発行
・収納状況照会機能 ： 納税義務者の収納情報を照会する。
・納付書発行機能　： 納付書、郵便振替払込取扱票の発行を行う。
・証明書発行機能　： 納税証明・滞納無証明書を発行する。
・過誤納照会機能　： 発生した過誤納に対する情報を照会する。

⑤還付充当
・過誤納整理機能　： 過誤納の件数、及び一覧を表示し過誤納の照会、還付、充当の処理を行う。
・還付機能　： 減額更正、入金にて発生した過誤納額の還付処理を行う。
・充当機能　： 減額更正、入金にて発生した過誤納額の充当処理を行う。
・還付支払入力機能　： 還付支払日（執行日）の入力を行う。
・返納機能　： 年金特徴データに発生した過誤納データを年金保険者に返納する為に、決裁日、返納
日、年金保険者の登録を行う。
・返還金情報登録機能　： 返還金情報を登録する。

⑥督促催告
・督促状作成機能　： 指定した納期限の調定状態が未納（滞納）となっている調定を対象に督促状を出
力する。

⑦返戻公示
・督促状返戻登録機能　： 住所不明などにより返戻された督促状の情報・調査結果を入力する。
・納税通知書返戻登録機能　： 住所不明などにより返戻された納税通知書の情報・調査結果を入力す
る。
・督促状公示判明機能　： 納税義務者（特徴義務者）を特定し、住所不明などにより返戻された督促状
の情報・調査結果を入力する。
・納税通知書公示判明機能　： 納税義務者（特徴義務者）を特定し、住所不明などにより返戻された納
税通知書の情報・調査結果を入力する。
・公示送達対象者一覧作成機能　： 納税通知書、督促状の返戻データより、公示送達対象者一覧を出
力する。

⑧決算調査
・決算用帳票作成機能 ： 月次締め、年次締めの確認用資料として、各決算用帳票を出力する。
・月締め処理機能　： 統計帳票で調定・納付状況確定後、月締めを行う。

⑨その他
・データ削除機能　： 保存年数を超えるデータについてマスタの削除を行う。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等



] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム4

 ①システムの名称 口座ファイリングシステム

 ②システムの機能

①口座振替申請書を受理後、ＯＣＲ処理し、申請書イメージを作成する。
②金融機関照会用文書を作成する。
③異動データ作成のため、宛名情報・金融機関情報を連携により取得する。
④バッチ処理用口座異動データを作成し、データを連携する。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[

○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ] その他 （

] 庁内連携システム

 システム3

 ①システムの名称 滞納システム

 ②システムの機能

①納税者基本情報
・納税者基本情報照会機能 ： 納税者基本情報（滞納者の総合情報）を照会する。
・照会文書発行機能　： 滞納者の所在、滞納処分等に関わる各種照会文書の出力を行う。

②滞納処分
・繰上徴収機能　： 繰上徴収を行い、納期限を変更する。
・納付委託機能　： 納付委託を行う。
・分割納付機能　： 分割納付を行う。
・徴収猶予機能　： 徴収猶予（当初、延長）を行う。
・延滞金減免機能 ： 延滞金減免を行う。
・差押機能　： 差押、参加差押を行う。
・交付要求機能　： 滞納者の財産に対して強制換価手続きが行われ、その手続きに参加して換価配当
の請求を行うとき、交付要求の登録を行う。
・換価猶予機能　： 換価猶予（当初、延長）を行う。
・執行停止機能　： 執行停止を行う。
・時効中断機能　： 時効中断（中断、停止）を行う。

③証券管理
・証券管理機能 ： 受託証券の管理を行う。

④資産状況
・資産状況機能 ： 各種照会文書の回答より判明した財産内容を登録する。

⑤公売管理
・公売管理機能 ： 公売管理を行う。

⑥滞納者把握
・受入機能 ： 収納状況から滞納者の基本データを作成する。

⑦催告管理
・催告書発行機能  ： 催告書の出力を行う。
・一斉催告書作成機能　： 一斉催告書を出力する。

⑧不納欠損
・時効予定機能　： 時効予定のリストや不納欠損関連の帳票を出力する。
・時効決定機能　： 時効決定処理（不納欠損処理）を行うとともに各種不納欠損帳票を出力する。

⑨その他
・統計機能  ： 滞納に関する統計帳票（またはCSVファイル）を作成する。
・EUCファイル作成機能  ： 滞納業務において使用するEUCファイルを作成する。
・データ削除機能 ： 保存年数を超えるデータについてマスタの削除を行う。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[



）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ] その他 （

] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム8

 ①システムの名称 イメージ管理システム

 ②システムの機能

①個人住民税システム等から課税資料の電子データを受取り、課税資料をイメージ化する機能
②課税資料の資料番号や宛名番号をもとに対象者の課税資料イメージを検索する機能
③アノテーション機能：イメージにマーカー、メモ、スタンプ、付箋等を添付する機能
④紙様式の課税資料等をスキャニングデータ化する機能

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム7

 ①システムの名称 eLTAX

 ②システムの機能

①共通納税システムから納付情報ファイルの取得
②猶予申請書ファイルの取得
③実態調査における照会ファイルの取得及び回答ファイルの提供

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[

] 宛名システム等 [

[ ] その他 （

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム6～10

 システム6

 ①システムの名称 住民基本台帳ネットワークシステム

 ②システムの機能
基本４情報（氏名、住所、性別、生年月日）の組み合わせにより、住登外者の個人番号を検索する。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （

] 庁内連携システム

 システム5

 ①システムの名称 非ＯＣＲ読取システム

 ②システムの機能

①領収済通知書をＯＣＲ処理し、消込用データを作成する。
②作成したデータを連携により税務システムに渡す。



 システム16～20

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

 システム11～15

 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （

] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム10

 ①システムの名称 中間サーバーシステム

 ②システムの機能

１．符号管理機能
：情報照会、情報提供に用いる個人の識別子である「符号」と、情報保有機関内で個人を特定するため
に利用する「団体内統合宛名番号」とを紐付け、その情報を保管・管理する機能。
２．情報照会機能
：情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報(連携対象)の情報照会及び情報提供受領（照
会した情報の受領）を行う機能。
３．情報提供機能
：情報提供ネットワークシステムを介して、情報照会要求の受領及び当該特定個人情報(連携対象)の提
供を行う機能。
４．既存システム接続機能
：中間サーバーと既存システム、団体内統合宛名システム及び住基システムとの間で情報照会内容、情
報提供内容、特定個人情報（連携対象）、符号取得のための情報等について連携するための機能。
５．情報提供等記録管理機能
：特定個人情報(連携対象)の照会、又は提供があった旨の情報提供等記録を生成し、管理する機能。
６．情報提供データベース管理機能
：特定個人情報（連携対象）を副本として、保持・管理する機能。
７．データ送受信機能
：中間サーバーと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間で情報照会、情報提
供、符号取得のための情報等について連携するための機能。
８．セキュリティ管理機能
：暗号化／復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リスト情報を管理する機能。
９．職員認証・権限管理機能
：中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報
(連携対象)へのアクセス制御を行う機能。
１０．システム管理機能
：バッチの状況管理、業務統計情報の集計、稼動状態の通知、保管期限切れ情報の削除を行う機能。

○

[ ○ ] その他 （
中間サーバー、庁内各業務システム、コンビニ収納代行業者、eLTAX、非
OCR読取システム

）

] 税務システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム9

 ①システムの名称 共通基盤システム（庁内連携機能・団体内統合宛名機能、番号制度情報連携機能）

 ②システムの機能

１．システム間連携機能
：庁内業務システム間のデータを連携する機能。
２．運用管理機能
：外字配信、リモート管理、時刻同期、ウィルス管理、パッチ管理等を管理する機能。
３．共通インフラ機能
：共有ファイルサーバー及びファイヤーウォール設定を管理する機能。
４．認証管理機能
：シングルサインオン、アカウント管理等の認証を管理する機能。
５．団体内統合宛名管理機能
：団体内統合宛名番号管理する機能及び符号取得を実現する機能。
６．番号制度情報連携機能（システム間連携）
：業務システム⇔中間サーバ間の情報連携データを中継する機能。
７．番号制度情報連携機能（オンライン機能）
：オンライン画面にて情報連携を実現する機能。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○
 ③他のシステムとの接続

[



 ８．他の評価実施機関

 ②法令上の根拠

【情報照会】
　行政手続における特定の個人を識別するため番号の利用等に関する法律第19条（特定個人情報の
提供の制限）第8号に基づく主務省令　第2条の表48の項

【情報提供】
　しない

 ７．評価実施機関における担当部署

 ①部署 財政局税務部　収納課

 ②所属長の役職名 課長

 ５．個人番号の利用　※

 法令上の根拠
・行政手続における特定の個人を識別するため番号の利用等に関する法律第9条第1項　別表の24の
項

 ６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

 ①実施の有無 [ 実施する

 ３．特定個人情報ファイル名

収滞納特定個人情報ファイル

 ４．特定個人情報ファイルを取り扱う理由

 ①事務実施上の必要性
・地方税法、その他地方税に関する法令に基づき、住民に対して公正・公平な徴収をするため。
・個人を正確かつ迅速に特定し、収滞納業務を効率的に行うため。
・事務全般で本人確認の際に個人番号を確認する場合がある。

 ②実現が期待されるメリット
・名寄せ・突合など行政事務の効率化によって、より公平で正確な収滞納業務に寄与する。

]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定



 （別添1） 事務の内容

（備考）

①ＯＣＲ、コンビニ入金、地方税共通納税（電子納税）などの消込処理を行う。また財務会計の集計資料と収入日計表の内容を突合せ
て確認する。
②納付方法が口座振替の場合は、振替依頼データを作成し、振替結果を受領。口座振替ができたデータについて、消込を行う。
③過誤納の場合は、還付または充当を行い、還付充当通知書を対象者へ送付する。還付については口座振込もしくは金券にて行う。
④納期限までに完納しない納税者に対し、督促状を発送して納付を促す。
⑤収納事務全般に渡り、窓口対応などで個人番号を利用する。
⑥納付書の再発行や証明書（納税証明書、滞納無証明書）を発行する。
⑦住所不明の場合は、住民基本台帳ネットワーク端末にて基本４情報及び個人番号を調査する。送付先不明等の場合は、文書を公
示する。
⑧決算資料（月次・年次）を確認し、会計部門へ提示する。県に対し県民税収納状況を報告する。
⑨課税システムより当初調定、異動分調定データを受取る。
⑩収納・滞納事務において個人番号の検索、画面表示などを行うため、各システム間で連携を行う。
⑪滞納者に対して催告書を発送する。
⑫滞納者の実態調査を国税庁・市区町村等に対し、財産調査を金融機関等に対し行う。
⑬判明した差押可能財産に対し差押を執行し、滞納者等に通知する。競売事件等に対し交付要求し、滞納者等に通知する。
⑭換価代金を受領した後、配当計算書・充当通知書を滞納者に発送する。
⑮徴収猶予申請書・延滞金減免申請書を受理し、結果と通知する。
⑯時効完成分に対し、不能欠損処理を行い情報を収納システムに連携する。
⑰宛名システムから口座振替管理システムに宛名情報を連携し、口座情報を逆連携する。
⑱取り込んだ課税資料について、イメージ管理システムへ個人番号を含むデータファイルを連携される。これにより、イメージ照会が可
能となる。
⑲情報提供ネットワークシステムより、他機関の情報を照会する。
⑳各種データの授受。
㉑個人番号を含む住民データの授受。

⑲
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中間サーバー

市役所掲示板
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

収滞納特定個人情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 岡山市の市税納税義務者のうち個人番号を有する者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 100万人以上1,000万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性
①地方税法、その他地方税に関する法令に基づき、住民に対して公正・公平な徴収をするため。
②個人を正確かつ迅速に特定し、収滞納業務を効率的に行うため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ]
1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 5情報（氏名、氏名の振り仮名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

・個人番号、４情報　：　本人確認に必要
・その他識別情報（内部番号）　：　個人番号との紐付けに必要
・その他住民票関係情報　：　収滞納の調査事務、納税義務者への問い合わせに必要
・地方税関係情報　：　滞納処分に必要
・連絡先　：　納税義務者への問い合わせに必要
・公金受取口座関係情報　：　納税義務者への過誤納金還付に必要

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成28年１月１日

[ ○ ] その他 （ 公金受取口座関係情報 ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

 ⑥事務担当部署 財政局税務部収納課



（ 区政推進課、課税管理課 ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 国税庁、法務局、デジタル庁 ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 地方公共団体情報システム機構、裁判所 ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 金融機関、生命保険等の事業者、給与等支払者 ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 都道府県、他市区町村 ）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （

 ⑤本人への明示 地方税法第331条、第373条及び国税徴収法第141条等に明示している。

 ⑥使用目的　※
・地方税法、その他地方税に関する法令に基づき、住民に対して徴収をするため。
・個人を正確かつ迅速に特定し、収滞納業務を効率的に行うため。
・事務全般で本人確認の際に個人番号を確認する事務が番号法により求められる。

 変更の妥当性 ―

住民基本台帳ネットワーク、eLTAX、本人などからの聞き取りなど ）

 ③入手の時期・頻度

・本人又は本人の代理人から連絡のあった都度。
・収滞納事務の上で、納税者の特定個人情報が必要な都度。
・住民の個人番号については、住民記録システムで異動があった都度。
・財産調査を行った都度。
・過誤納金が発生し、口座不明の還付が発生する都度。

 ④入手に係る妥当性
番号法第9条、地方税法第331条、第373条、国税徴収法第141条等により収滞納事務において情報を
収集する必要がある。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※

収滞納事務全般
・収納状況を管理する。
・納期限を過ぎても完納されない納税者に対して督促状を発送する。
・過誤納金が生じたものについて、還付充当処理を行い、通知書を作成する。
・交付申請があったものについて、収納状況を確認の上、納税証明書を交付する。
・納税者との折衝状況を記録する。
・滞納者の未納状況を管理する。
・滞納者の財産調査を実施し、財産の有無を記録する。
・滞納者の処分状況を管理し、処分通知等を作成、発送する。
・納税誓約（分納申請）があったものについて、納付書を作成し、履行状況を管理する。
・徴収権の時効等を管理する。

 情報の突合　※ 個人番号と内部識別番号を紐付けて使用する。

 情報の統計分析
※

納税義務者数、調定額、収納額などの統計処理は行うが、特定の個人を判別し得るような統計分析は
実施しない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

市税の還付、充当及び滞納者に対する滞納処分

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

財政局税務部収納課、各区市税事務所、各支所、各地域センター、各市民サービスセンター、
各市民サービスコーナー等

 使用者数

＜選択肢＞

[ 100人以上500人未満 ]
1） 10人未満

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日



 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

（ 1 ）　件

 委託事項1 収納・滞納システムの保守業務

 ①委託内容
収納・滞納システムの保守及び要望対応、障害対応、税制改正対応などを行う。また職員からの問い
合わせ対応や調査、作業指示書に基づくデータ抽出などを行う。

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ]

＜選択肢＞
1） 委託する 2） 委託しない

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

岡山市の市税納税義務者うち個人番号を有する者

 その妥当性 障害分析やシステム改修の際にデータを検証する必要がある。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 100万人以上1,000万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 委託先が決定した際に入札結果を市ホームページにて公表している。

 ⑥委託先名 富士通岡山市市税システム共同企業体

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する

[ ○ ] その他 （ 岡山市の指定する場所におけるシステムの直接操作 ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

 ⑨再委託事項
ハードウェア・ソフトウェアの保守作業や運用支援を行う。また、障害対応や法制度改正時のシステム
改修も行う。

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
委託先と条例に基づく個人情報の取扱委託に関する覚書及び特定個人情報の取扱委託に関する覚
書を締結し、再委託についてはあらかじめ書面を提出させたうえで、その妥当性を確認する。



[ ] 行っていない

 提供先1 国税庁、都道府県、市区町村

 ①法令上の根拠 番号法第19条第10号

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 1 ） 件

 ⑤提供する情報の対象とな
る本人の範囲

収滞納特定個人情報ファイルが作成された者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 滞納者の実態調査のため。

 ③提供する情報 収滞納特定個人情報ファイルに記録した地方税関係情報

 ④提供する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 100万人以上1,000万人未満

 ⑦時期・頻度 提供先からの依頼の都度。

] 紙

[ ○ ] その他 （ eLTAX ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 移転先1

 ①法令上の根拠

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

 ⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途

 ③移転する情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [



 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・収納・滞納システムは、岡山市の管理するデータセンターに設置しており、データセンターへの入退
館及びサーバー室への入退室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された収納・滞納システムのデータベース内に保存され、バック
アップは共有ストレージに保存する。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・共通基盤システムは、岡山市の管理するデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理している。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された共通基盤システムのデータベース内に保存され、バック
アップは共有ストレージに保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登
録されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラ
ウドサービス事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たしてい
る。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報は、クラウドサービス事業者が保有・管理する環境に構築する中間サーバーのデータ
ベース内に保存され、バックアップもデータベース上に保存される。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
保管期間を超えたデータについて、システム上で一括消去する。（データベースから物理的に削除す
る。）
・ディスク交換やハード更改等の際は、収納・滞納システムの保守・運用を行う事業者において、保存
された情報が読み出しできないよう、物理的破壊によりデータを完全に消去する。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・共通基盤システムに格納する特定個人情報は、各業務システムの副本データであるため、消去のタ
イミング等は各業務システム（事務）の運用に準ずる。
・ディスク交換やハード更改等の際は、共通基盤システムの保守・運用を行う事業者において、保存さ
れた情報が読み出しできないよう、物理的破壊によりデータを完全に消去する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー･プ
ラットフォームの事業者及びクラウドサービス事業者が特定個人情報を消去することはない。
②クラウドサービス事業者が保有・管理する環境において、障害やメンテナンス等によりディスクや
ハード等を交換する際は、クラウドサービス事業者において、政府情報システムのためのセキュリティ
評価制度（ISMAP）に準拠したデータの暗号化消去及び物理的破壊を行う。
さらに、第三者の監査機関が定期的に発行するレポートにより、クラウドサービス事業者において、確
実にデータの暗号化消去及び物理的破壊が行われていることを確認する。
③中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、地方公共団体情報システム機構及び中間サー
バー・プラットフォームの事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、データセンターに
設置しているディスクやハード等を物理的破壊により完全に消去する。

 ７．備考

―

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性

賦課情報の保管期間に合わせることを原則とし、納期限内に納付される一般的な特定個人情報につ
いては、10年未満で削除する。
地方税法18条により徴収権は原則として法定納期限の翌日から起算して5年間行使しない場合には、
時効により消滅する。しかしながら時効の中断・停止により時効の完成が5年を経過することもあり得る
ため、不能欠損後に削除する。

2） 1年 3） 2年

[ 6年以上10年未満 ]
4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満



 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

収納システム記録項目
１．ＭＰＮ連動無フラグ、２．ＯＣＲ情報１、３．ＯＣＲ情報２、４．カナ金融機関名、５．カナ支店名、６．コンビニバーコード、７．コンビニ受
付店コード、８．コンビニ用自治体コード、９．コンビニ用自治体コードフラグ、１０．ジョブＩＤ、１１．データ識別コード、１２．データ番号、
１３．データ部、１４．パラメタＩＤ、１５．パラメタコード、１６．宛先識別番号、１７．宛名番号、１８．異動延滞金、１９．異動額合計、２０．
異動申告加算金、２１．異動督促手数料、２２．異動本税額、２３．移管年月日、２４．一連番号、２５．引抜済フラグ、２６．英数字１、２
７．英数字２、２８．英数字３、２９．延滞金仮消込額、３０．延滞金過誤納額、３１．延滞金過誤納処理中額、３２．延滞金計算日、３３．
延滞金減免区分、３４．延滞金自動計算有無フラグ、３５．延滞金執行日、３６．延滞金収入額、３７．延滞金収入件数、３８．延滞金調
定額、３９．延滞金通知額、４０．延滞金督促催告有無、４１．延滞金納付額、４２．延滞金分納額、４３．延滞金補正区分、４４．延滞金
未納額、４５．延長申告期限、４６．仮消込額、４７．仮消込納付区分、４８．仮消込有無フラグ、４９．加算金仮消込額、５０．加算金計
算始期、５１．加算金計算終期、５２．加算金計算日数、５３．加算金収入額、５４．加算金除算始期、５５．加算金除算終期、５６．加算
金除算日数、５７．加算金調定額、５８．加算金通知額、５９．加算金通知書発行日、６０．加算金納付額、６１．加算金分納額、６２．課
税状況コード、６３．課税年度、６４．課税年度フラグ、６５．過誤納延滞金分、６６．過誤納還付加算金分、６７．過誤納期別、６８．過誤
納金額、６９．過誤納区分、７０．過誤納子番、７１．過誤納状態区分、７２．過誤納申告加算金分、７３．過誤納督促手数料分、７４．過
誤納発生日、７５．過誤納番号、７６．過誤納本税分、７７．過年仮収入額、７８．過年過誤納額、７９．過年還付済額、８０．過年還付未
済額、８１．過年収入額、８２．過年充当済額、８３．過年調定額、８４．過年未納額、８５．過納誤納区分、８６．会計年度、８７．回数、８
８．開始期、８９．確定申告期限、９０．確定申告受付日、９１．確定申告日、９２．確認前領収日、９３．確認番号、９４．括束番号、９５．
括束連番、９６．完納日、９７．漢字１、９８．漢字２、９９．漢字３、１００．管理子番、１０１．管理番号、１０２．還付延滞金加算金、１０３．
還付加算金、１０４．還付加算金計算区分、１０５．還付金額、１０６．還付元宛名番号、１０７．還付元延滞金分、１０８．還付元課税年
度、１０９．還付元期別、１１０．還付元月別、１１１．還付元事業年度開始日、１１２．還付元消込子番、１１３．還付元申告加算金分、１
１４．還付元申告区分、１１５．還付元申告連番、１１６．還付元税目コード、１１７．還付元調定年度、１１８．還付元通知書番号、１１
９．還付元督促手数料分、１２０．還付元本税分、１２１．還付支払自治体コード、１２２．還付支払日、１２３．還付支払予定日、１２４．
還付時効日、１２５．還付充当通知書発行日、１２６．還付充当停止区分、１２７．還付請求日、１２８．還付先宛名番号、１２９．還付方
法、１３０．還付本税加算金、１３１．還付理由自由入力、１３２．期月、１３３．期月フラグ、１３４．期別、１３５．機械処理時刻、１３６．機
械処理日、１３７．記号番号、１３８．記事宛名番号、１３９．記事作成日、１４０．記事番号、１４１．記事連番、１４２．旧課税年度、１４
３．旧期別、１４４．旧事業年度開始日、１４５．旧事業年度終了日、１４６．旧申告区分、１４７．旧申告連番、１４８．旧税目コード、１４
９．旧調定年度、１５０．旧通知書番号、１５１．共有宛名番号、１５２．強制作成フラグ、１５３．金種コード、１５４．金融機関コード、１５
５．金融機関名、１５６．繰越年度、１５７．決裁書発行日、１５８．決裁書発付日、１５９．決裁書番号、１６０．決裁日、１６１．決算処理
待区分、１６２．月計終了年月、１６３．月別、１６４．減免日、１６５．現年仮収入額、１６６．現年過誤納額、１６７．現年還付済額、１６
８．現年還付未済額、１６９．現年催告書停止区分、１７０．現年収入額、１７１．現年充当済額、１７２．現年滞繰区分、１７３．現年調定
額、１７４．現年度、１７５．現年年度繰越日、１７６．現年年度末日、１７７．現年未納額、１７８．個人基本種別コード、１７９．公示フラ
グ、１８０．公示日、１８１．公示入力日、１８２．口座還付作成日、１８３．口座種別、１８４．口座振替区分、１８５．口座振替日、１８６．
口座停止税目コード０１、１８７．口座停止税目コード０２、１８８．口座停止税目コード０３、１８９．口座停止税目コード０４、１９０．口座
停止税目コード０５、１９１．口座停止税目コード０６、１９２．口座停止税目コード０７、１９３．口座停止税目コード０８、１９４．口座停止
税目コード０９、１９５．口座停止税目コード１０、１９６．口座番号、１９７．口座名義人カナ、１９８．口座名義人漢字、１９９．口振不能回
数、２００．口振不能理由コード、２０１．控除不足口座還付作成日、２０２．控除不足発生事由コード、２０３．更新アクセスコード、２０
４．更新プログラムＩＤ、２０５．更新時刻、２０６．更新職員番号、２０７．更新前催告書発行日、２０８．更新前催告納期、２０９．更新端
末ＩＤ、２１０．更新年月日、２１１．更正決定通知日、２１２．更正元課税年度、２１３．更正元事業年度開始日、２１４．更正元収納異動
連番、２１５．更正元申告区分、２１６．更正元申告年月日、２１７．更正元申告連番、２１８．更正元調定年度、２１９．更正元通知書番
号、２２０．更正後延滞金調定額、２２１．更正後控除不足額、２２２．更正後申告加算金調定額、２２３．更正後滞繰本税調定額、２２
４．更正後調定年月、２２５．更正後督促手数料調定額、２２６．更正後内訳調定額１、２２７．更正後内訳調定額２、２２８．更正後内訳
調定額３、２２９．更正後内訳調定額４、２３０．更正後内訳調定額５、２３１．更正後内訳調定額６、２３２．更正後本税調定額、２３３．
更正事由コード、２３４．更正請求日、２３５．更正前控除不足額、２３６．更正前滞繰本税調定額、２３７．更正日、２３８．国保記号番
号、２３９．国保徴収区分、２４０．国保内訳区分、２４１．差替前確認番号、２４２．差替前納付番号、２４３．催告書発行日、２４４．催告
納期、２４５．最終更正日、２４６．最終支払日、２４７．最終収入日、２４８．最終消込公金日、２４９．最終消込処理日、２５０．最終調定
本税、２５１．最終領収日、２５２．歳出還付支払日、２５３．歳入還付支払日、２５４．歳入歳出区分、２５５．歳入年度、２５６．削除フラ
グ、２５７．削除時刻、２５８．削除日、２５９．子番、２６０．市県現年按分率、２６１．市県滞繰按分率、２６２．指定納期限、２６３．指定
番号、２６４．支店コード、２６５．支店名、２６６．支払区分、２６７．支払済報奨金、２６８．支払済報奨金予備、２６９．支払場所、２７０．
支払人、２７１．支払予定額、２７２．支払予定日、２７３．死亡有無、２７４．事業年度開始日、２７５．事業年度開始日フラグ、２７６．事
業年度終了日、２７７．時効予定日、２７８．自治体コード、２７９．自治体識別コード、２８０．自動処理フラグ、２８１．自由カラム１、２８
２．自由カラム２、２８３．自由カラム３、２８４．識別番号、２８５．車検有無フラグ、２８６．車種コード、２８７．車両コード、２８８．車両履
歴番号、２８９．取扱期限、２９０．取消区分、２９１．取消日、２９２．取戻額、２９３．取戻子番、２９４．取戻状態区分、２９５．取戻発生
日、２９６．受付年月日、２９７．授命年月日、２９８．収入額、２９９．収入総本税、３００．収入日、３０１．収入日フラグ、３０２．収納異動
連番、３０３．収納更正元子番、３０４．収納更正日、３０５．収納種別、３０６．収納種別フラグ、３０７．修正区分、３０８．修正前宛名番
号、３０９．修正前課税年度、３１０．修正前回数、３１１．修正前確認番号、３１２．修正前括束番号、３１３．修正前括束連番、３１４．修
正前期月、３１５．修正前子番、３１６．修正前事業年度開始日、３１７．修正前自治体コード、３１８．修正前収入日、３１９．修正前収
納種別、３２０．修正前消込延滞金、３２１．修正前消込金額、３２２．修正前消込申告加算金、３２３．修正前消込退職税額、３２４．修
正前消込督促手数料、３２５．修正前消込報奨金、３２６．修正前消込本税額、３２７．修正前申告区分、３２８．修正前申告連番、３２
９．修正前税目コード、３３０．修正前調書番号、３３１．修正前調定年度、３３２．修正前通知書番号、３３３．修正前年金保険者コー
ド、３３４．修正前納付区分、３３５．修正前納付書種類、３３６．修正前納付番号、３３７．修正前領収日、３３８．終了期、３３９．集計区
分、３４０．集計月、３４１．集計年月、３４２．充当延滞金加算金、３４３．充当加算金、３４４．充当金額、３４５．充当元宛名番号、３４
６．充当元延滞金分、３４７．充当元課税年度、３４８．充当元期別、３４９．充当元月別、３５０．充当元事業年度開始日、３５１．充当元
消込子番、３５２．充当元申告加算金分、３５３．充当元申告区分、３５４．充当元申告連番、３５５．充当元税目コード、３５６．充当元
調定年度、３５７．充当元通知書番号、３５８．充当元督促手数料分、３５９．充当元本税分、３６０．充当子番、３６１．充当執行日、３６
２．充当処理日、３６３．充当先宛名番号、３６４．充当先延滞金分、３６５．充当先課税年度、３６６．充当先期別、３６７．充当先月別、
３６８．充当先事業年度開始日、３６９．充当先消込子番、３７０．充当先申告加算金分、３７１．充当先申告区分、３７２．充当先申告連
番、３７３．充当先税目コード、３７４．充当先調定年度、３７５．充当先通知書番号、３７６．充当先督促手数料分、３７７．充当先納期
限、３７８．充当先本税分、３７９．充当先未納延滞金分、３８０．充当先未納申告加算金分、３８１．充当先未納督促手数料分、３８２．
充当先未納本税分、３８３．充当本税加算金、３８４．処分コード、３８５．初回支払日、３８６．所得税更正通知日、３８７．除外延滞金
減免、３８８．除外換価猶予、３８９．除外繰上徴収、３９０．除外交付要求、３９１．除外差押、３９２．除外参加差押、３９３．除外時効完



減免、３８８．除外換価猶予、３８９．除外繰上徴収、３９０．除外交付要求、３９１．除外差押、３９２．除外参加差押、３９３．除外時効完
成、３９４．除外時効中断、３９５．除外執行停止、３９６．除外徴収猶予、３９７．除外督促公示、３９８．除外督促返戻、３９９．除外納通
公示、４００．除外納通返戻、４０１．除外納付委託、４０２．除外納付誓約、４０３．除外不納欠損、４０４．除外分割納付、４０５．除外予
備１、４０６．除外予備２、４０７．除外予備３、４０８．除外予備４、４０９．除外予備５、４１０．除算期間開始日、４１１．除算期間終了日、
４１２．消込エラーコード、４１３．消込延滞金、４１４．消込延滞金フラグ、４１５．消込回数フラグ、４１６．消込括束番号フラグ、４１７．
消込括束連番フラグ、４１８．消込金額、４１９．消込金額フラグ、４２０．消込子番、４２１．消込消込退職税額フラグ、４２２．消込申告
加算金、４２３．消込申告加算金フラグ、４２４．消込退職税額、４２５．消込退職税額フラグ、４２６．消込調書番号フラグ、４２７．消込
督促手数料、４２８．消込督促手数料フラグ、４２９．消込報奨金、４３０．消込報奨金フラグ、４３１．消込本税額、４３２．消込本税額フ
ラグ、４３３．消失認定日、４３４．証券種類コード、４３５．証券番号、４３６．状態区分、４３７．状態更新日、４３８．振替宛名番号、４３
９．振替課税年度、４４０．振替期別、４４１．振替金額、４４２．振替事業年度開始日、４４３．振替処理日、４４４．振替消込子番、４４
５．振替申告区分、４４６．振替申告連番、４４７．振替税目コード、４４８．振替調定年度、４４９．振替通知書番号、４５０．振替不能通
知書作成済区分、４５１．振替予定日、４５２．振替理由コード、４５３．振分子番、４５４．新年度、４５５．申告加算金仮消込額、４５６．
申告加算金過誤納額、４５７．申告加算金過誤納処理中額、４５８．申告加算金種類、４５９．申告加算金収入額、４６０．申告加算金
収入件数、４６１．申告加算金調定額、４６２．申告加算金未納額、４６３．申告基準日、４６４．申告基礎区分、４６５．申告基礎年月
日、４６６．申告区分、４６７．申告区分フラグ、４６８．申告年月日、４６９．申告連番、４７０．申告連番フラグ、４７１．数値１、４７２．数
値２、４７３．数値３、４７４．税額異動エラー事由、４７５．税額異動レコード区分、４７６．税額異動作成区分、４７７．税額異動抽出区
分、４７８．税保コード、４７９．税目コード、４８０．税目コードフラグ、４８１．前回更新アクセスコード、４８２．前回更新プログラムＩＤ、４
８３．前回更新時刻、４８４．前回更新職員番号、４８５．前回更新端末ＩＤ、４８６．前回更新年月日、４８７．前納分確認番号、４８８．前
納分納付番号、４８９．前納報奨金、４９０．前納報奨金予備、４９１．送付先氏名、４９２．送付先住所、４９３．送付先方書、４９４．送付
先郵便番号、４９５．増減収入額、４９６．増減収入額内訳１、４９７．増減収入額内訳２、４９８．増減調定額、４９９．増減調定額内訳
１、５００．増減調定額内訳２、５０１．滞繰調定本税、５０２．滞繰年度繰越日、５０３．滞繰年度末日、５０４．退職市区町村民税差額、
５０５．退職人員数、５０６．退職調定入力フラグ、５０７．退職通知書発付日、５０８．退職都道府県民税差額、５０９．退職納入申告
日、５１０．担当区コード、５１１．抽出済フラグ、５１２．抽出年月日、５１３．調査記事、５１４．調査記事通番、５１５．調査年月日、５１
６．調査票出力年月日、５１７．調書番号、５１８．調定異動予定有無、５１９．調定子番、５２０．調定年月、５２１．調定年度、５２２．調
定年度フラグ、５２３．調定履歴有無フラグ、５２４．通知時還付方法、５２５．通知書作成日、５２６．通知書種類、５２７．通知書発行
日、５２８．通知書番号、５２９．通知書番号フラグ、５３０．低率終了日、５３１．店舗コード、５３２．登録時刻、５３３．登録日、５３４．登
録年月日、５３５．都計現年按分率、５３６．都計滞繰按分率、５３７．都市計画税区分、５３８．特徴事業所宛名番号、５３９．特土徴収
区分、５４０．督手分納額、５４１．督促確認番号、５４２．督促公示日、５４３．督促取消日、５４４．督促手数料仮消込額、５４５．督促手
数料過誤納額、５４６．督促手数料過誤納処理中額、５４７．督促手数料収入額、５４８．督促手数料収入件数、５４９．督促手数料調
定額、５５０．督促手数料通知額、５５１．督促手数料納付額、５５２．督促手数料未納額、５５３．督促状停止理由コード、５５４．督促
状発行日、５５５．督促停止区分、５５６．督促納期、５５７．督促納付番号、５５８．内訳調定額１、５５９．内訳調定額２、５６０．内訳調
定額３、５６１．内訳調定額４、５６２．内訳調定額５、５６３．内訳調定額６、５６４．入金データ種別、５６５．年金保険者コード、５６６．年
金保険者コードフラグ、５６７．年調定額、５６８．年度、５６９．納期限、５７０．納期特例区分、５７１．納税通知書発付日、５７２．納付
額、５７３．納付額１、５７４．納付額２、５７５．納付額３、５７６．納付額４、５７７．納付額５、５７８．納付額６、５７９．納付額７、５８０．納
付額８、５８１．納付額９、５８２．納付額１０、５８３．納付額１１、５８４．納付額１２、５８５．納付区分、５８６．納付区分フラグ、５８７．納
付時年金保険者コード、５８８．納付書種類、５８９．納付書種類フラグ、５９０．納付書番号フラグ、５９１．納付情報摘要フラグ、５９２．
納付番号、５９３．納付予定日、５９４．農地変更日、５９５．廃車年月日、５９６．排他フラグ、５９７．媒体作成区分、５９８．発生元過誤
納状態区分、５９９．発生元収入日、６００．発生元領収日、６０１．発生収入延滞金分、６０２．発生収入申告加算金分、６０３．発生収
入督促手数料分、６０４．発生収入本税分、６０５．発生調定延滞金分、６０６．発生調定申告加算金分、６０７．発生調定督促手数料
分、６０８．発生調定本税分、６０９．番号区分、６１０．備考、６１１．標識、６１２．不納欠損区分、６１３．不納欠損事由コード、６１４．不
納欠損処理日、６１５．不納欠損本税、６１６．賦課決定日、６１７．賦課時年金保険者コード、６１８．分納回数、６１９．分納区分、６２
０．分納子番、６２１．分納有無フラグ、６２２．文書確定フラグ、６２３．文書作成日、６２４．文書種類、６２５．文書発行日、６２６．変更
締切日、６２７．変更納期限、６２８．返還確定日、６２９．返還金管理番号、６３０．返還金内訳額、６３１．返還指定額、６３２．返還時期
別収入額、６３３．返還時期別調定額、６３４．返還時内訳異動額、６３５．返還時内訳消込額、６３６．返戻年月日、６３７．返戻理由
コード、６３８．報奨金収入額、６３９．報奨金収入件数、６４０．法人番号、６４１．法定納期限、６４２．法定納期限等、６４３．本税仮消
込額、６４４．本税過誤納額、６４５．本税過誤納処理中額、６４６．本税収入額、６４７．本税収入件数、６４８．本税調定額、６４９．本税
通知額、６５０．本税納付額、６５１．本税分納額、６５２．本税未納額、６５３．未処理延滞金分、６５４．未処理還付加算金分、６５５．未
処理金額、６５６．未処理申告加算金分、６５７．未処理督促手数料分、６５８．未処理本税分、６５９．免除認定日、６６０．予備１、６６
１．予備２、６６２．予備３、６６３．予備４、６６４．予備５、６６５．利息計算開始日、６６６．利息計算終了日、６６７．利息計算対象額、６
６８．利息計算単位、６６９．利息計算日数、６７０．利息相当額、６７１．利息相当額強制フラグ、６７２．利息内訳額、６７３．利息率、６
７４．利息率区分、６７５．利息連番、６７６．履歴番号、６７７．履歴連番、６７８．領収時間、６７９．領収日、６８０．領収日フラグ、６８１．
累計収入額、６８２．累計収入額到来、６８３．累計収入額到来内訳１、６８４．累計収入額到来内訳２、６８５．累計収入額内訳１、６８
６．累計収入額内訳２、６８７．累計調定額、６８８．累計調定額到来、６８９．累計調定額到来内訳１、６９０．累計調定額到来内訳２、６
９１．累計調定額内訳１、６９２．累計調定額内訳２、６９３．累計不納欠損額、６９４．個人番号、６９５．法人番号

滞納システム記録項目
1．ＤＶ区分、2．イメージデータID、3．カナ名称、4．グループ連番、5．コンビニバーコード、6．コンビニ有効期限、7．その他控除額、8．
データ区分、9．データ照会連番、10．レイアウト区分、11．宛名、12．宛名カナ、13．宛名外字フラグ、14．宛名超過フラグ、15．宛名
番号、16．宛名番号完納フラグ、17．宛名番号住民区分、18．宛名番号申告区分、19．宛名番号税目、20．宛名番号通知書番号、
21．異動事由、22．異動日、23．一回分金額、24．一括印刷可能フラグ、25．一括送付回数、26．一元区分、27．一覧形式フラグ、28．
印刷日、29．引渡期限、30．延滞金、31．延滞金起算日、32．延滞金区分、33．延滞金計算フラグ、34．延滞金計算日、35．延滞金減
免連番、36．仮装経理控除額、37．加算開始年Ａ、38．加算開始年Ｂ、39．加算額Ａ、40．加算額Ｂ、41．加算月Ａ、42．加算月Ｂ、43．
家屋子々番、44．家屋子番、45．家屋枝番、46．家屋地番、47．家屋調査番号、48．家屋棟数、49．家屋棟番、50．課税階以外床面
積、51．課税階床面積、52．課税額、53．課税月数、54．課税構造コード、55．課税資料種類コード、56．課税資料番号、57．課税種
類コード、58．課税地下階数、59．課税地上階数、60．課税地積、61．課税地目コード、62．課税標準額、63．画像種類コード、64．解
除区分、65．解除処分連番、66．解除日、67．解除理由、68．解除理由内容、69．回数、70．回答書作成フラグ、71．回答日、72．開
札時間、73．開札場所、74．開札日、75．開始日、76．外国人本名、77．外国人名カナ、78．外国税控除額、79．確定延滞金、80．確
定延滞金有無、81．確定申告期限、82．確定申告日、83．確認番号、84．活動・調査事項、85．完納フラグ、86．完納日、87．完了日、
88．漢字名称、89．管理番号、90．還付有無、91．鑑定手数料、92．関係者区分、93．関係者連番、94．関係者連番、95．関連者宛名
番号、96．関連種類コード、97．基準日、98．既納付均等割額、99．既納付法人税割額、100．期、101．期限、102．期別税額、103．機



番号、96．関連種類コード、97．基準日、98．既納付均等割額、99．既納付法人税割額、100．期、101．期限、102．期別税額、103．機
能種類コード、104．機能処理番号、105．記号番号、106．記録時刻、107．記録詳細、108．記録日、109．起案日、110．給与特徴期
別税額、111．旧住所、112．旧担当者名、113．旧町コード、114．旧方書、115．拠点コード、116．許可区分、117．共有者宛名番号、
118．共有代表者宛名番号、119．勤務先宛名番号、120．勤務先入力区分、121．勤務先名、122．勤務先連番、123．均等割額、124．
均等従業員数、125．金融機関コード、126．区分、127．郡市区、128．経過記録連番、129．経過種別コード、130．経過内容、131．経
過内容コード、132．計算日、133．計算方法区分、134．軽減税額、135．欠損確定日、136．欠損事由、137．欠損種類コード、138．欠
損調定額、139．欠損督促手数料、140．欠損年度、141．欠損理由、142．欠損理由詳細、143．決裁減免区分、144．決裁減免率、
145．決裁事項内容、146．決裁日、147．決裁文言、148．決算期、149．月間隔、150．件名、151．券面金額、152．建築区分、153．建
築年次、154．権利者区分、155．権利者番号、156．見込納付額、157．見積価額、158．原因日、159．原簿閲覧日、160．減免開始
日、161．減免後延滞金、162．減免終了日、163．減免申請理由内容、164．現誓約フラグ、165．固定資産税課税標準額、166．固定
資産税課税標準額家屋、167．固定資産税課税標準額合計、168．固定資産税課税標準額償却、169．固定資産税課税標準額土地、
170．固定資産税額、171．交渉結果コード、172．交付期日、173．交付時刻、174．交付場所、175．公告日、176．公告番号、177．公
売開始時間、178．公売開始日、179．公売区分、180．公売取下公告番号、181．公売取下事由、182．公売取下事由詳細、183．公売
取下日、184．公売手段区分、185．公売種類区分、186．公売終了時間、187．公売終了日、188．公売保証金額、189．公売保証金納
付開始時間、190．公売保証金納付期限日、191．公売保証金納付終了時間、192．公売保証金納付場所、193．公売方法区分、194．
公売連番、195．口座番号、196．口座不能フラグ、197．口座名義人カナ、198．口座連番、199．控除額合計、200．更新ユーザID、
201．更新画面ID、202．更新端末名、203．更新日時、204．更正延滞金、205．更正事由、206．更正日、207．行政区コード、208．項
目説明コード、209．号枝番、210．合計税額、211．合計税額符号、212．合算区分、213．国籍コード、214．根拠規定、215．根拠法令
等、216．差引法人税割額、217．差押日、218．債権額、219．債権者財産連番、220．債権者番号、221．債務者住所、222．債務者
名、223．債務者郵便番号、224．催告タイトル、225．催告延長期限、226．催告書等連番、227．催告連番、228．再公売フラグ、229．
最高価公告番号、230．最高価者住所、231．最高価者住所方書、232．最高価者電話番号、233．最高価者名、234．最高価者郵便番
号、235．最高価申込価額、236．最終収納日、237．最終領収日、238．財産引渡手続、239．財産引渡日、240．財産管理区分、241．
財産種類コード、242．財産調査状況、243．財産内容、244．財産表示コード、245．財産連番、246．作成機能区分、247．作成日、
248．参加申込開始時間、249．参加申込開始日、250．参加申込終了時間、251．参加申込終了日、252．参加申込場所、253．残余
金、254．残余金計算値、255．残余金交付、256．子々番、257．子番、258．市区町村民税均等割額、259．市区町村民税所得割額、
260．市内事業所宛名番号、261．市内事業所数、262．指定期限、263．指定納期限、264．支店コード、265．支払期日、266．支払人
名、267．支払地、268．死亡日、269．資格番号、270．資本金、271．資本金区分、272．事業種目コード、273．事業年度開始日、274．
事業年度終了日、275．事件番号、276．事件番号区分、277．事件番号年度、278．事由発生日、279．持分分子、280．持分分母、
281．時効完成日、282．時効起算日、283．時効事由、284．時効履歴連番、285．次順位公告番号、286．次順位者住所、287．次順位
者住所方書、288．次順位者電話番号、289．次順位者名、290．次順位者郵便番号、291．次順位買受申込価額、292．自治省コー
ド、293．執行機関番号、294．執行停止解除理由、295．執行停止時効完成日、296．執行停止時効起算日、297．執行停止要件コー
ド、298．執行停止理由、299．執行停止連番、300．執行日、301．実施場所、302．車種区分、303．車台番号、304．車名、305．車名
及び型式、306．主従区分、307．主担当者コード、308．主担当者変更事由、309．取扱店名、310．取消事由、311．取消日、312．取
消理由、313．取立費用額、314．手入力フラグ、315．種別コード、316．種別印字フラグ、317．種別内容、318．種目内容、319．受託
日、320．受入金額、321．受付日、322．受付番号、323．受付番号区分、324．受理日、325．収納延滞金、326．収納額、327．収納督
促手数料、328．収納日、329．収納方法コード、330．収納履歴連番、331．収納連番、332．就職日、333．終了日、334．住基登録区
分、335．住所、336．住所コード、337．住所外字フラグ、338．住所超過フラグ、339．住所履歴別紙フラグ、340．住所履歴連番、341．
住民区分、342．充当連番、343．重要表示フラグ、344．出張担当フラグ、345．出張担当者コード、346．出張担当者変更事由、347．
処分宛名番号、348．処分種類コード、349．処分連番、350．処理拠点コード、351．処理時刻、352．処理日、353．所在地コード、
354．所在地号、355．所在地子々番、356．所在地子番、357．所在地枝、358．所在地番、359．所持者氏名、360．所持者住所、361．
所得額合計、362．所得額合計符号、363．所得控除コード、364．所得控除金額、365．所得控除区分、366．所得控除超過フラグ、
367．所得控除符号、368．除票日、369．除票理由コード、370．小規模住宅用地該非、371．承継宛名番号、372．承継額、373．承継
種類コード、374．承継内訳連番、375．承継連番、376．消込区分、377．消込日、378．消除事由、379．消除日、380．照会印刷除外フ
ラグ、381．照会区分、382．照会種類コード、383．照会状況区分、384．照会先自治体コード、385．照会先番号、386．照会内容、
387．照会日、388．照会文書連番、389．証券種類コード、390．詳細区分、391．詳細番号、392．詳細連番、393．場所コード、394．職
業コード、395．職氏名番号、396．職種、397．色コード、398．振出人名、399．振出地、400．振出日、401．新住所、402．新担当者
名、403．新町コード、404．新方書、405．申告期限延長月数、406．申告期限延長後期限、407．申告区分、408．申告日、409．申告
理由区分、410．申告連番、411．申請減免区分、412．申請減免率、413．申請日、414．親財産連番、415．人員区分、416．世帯番
号、417．性別コード、418．生年月日、419．生保開始日、420．生保廃止日、421．誓約日、422．請求通数、423．青色申告区分、424．
税額、425．税目、426．税理士コード、427．税率、428．責任限度、429．接触フラグ、430．設置場所、431．設定者ID、432．設定日、
433．設立日、434．占有者関係、435．占有者住所、436．占有者住所コード、437．占有者方書、438．占有者名、439．占有者郵便番
号、440．占有日、441．前回基準日、442．前回期限、443．前回設定日、444．前回滞納区分、445．前回入力区分、446．前年所得
額、447．捜索開始時刻、448．捜索終了時刻、449．捜索場所、450．捜索日、451．相手コード、452．相続開始日、453．相続財産評
価額、454．相続分子、455．相続分母、456．総所得課税標準額、457．送付元取得区分、458．送付先宛名番号、459．送付先外字フ
ラグ、460．送付先区分、461．送付先住所、462．送付先住所コード、463．送付先超過フラグ、464．送付先名、465．送付先名カナ、
466．送付先郵便番号、467．送付先連番、468．増減区分、469．速報データ区分、470．続柄コード、471．対応コード、472．対象課税
開始年度、473．対象課税終了年度、474．対象連番、475．滞納金額、476．滞納区分、477．滞納事由、478．滞納者、479．滞納者異
動連番、480．滞納状況、481．滞納税目コード、482．退職日、483．代表事業所宛名番号、484．代表者名、485．第三債務者住所、
486．第三債務者住所コード、487．第三債務者名、488．第三債務者郵便番号、489．担当割地区コード、490．担当者コード、491．担
当者変更事由、492．担当者名、493．担保種類コード、494．担保提供コード、495．担保提供内容、496．端数処理区分、497．地区
コード、498．地図巻コード、499．地図区分、500．地図年度、501．地図番号、502．地図頁、503．地番、504．中間区分、505．注意事
項コード、506．丁目、507．帳票宛名、508．帳票依頼文書、509．帳票一覧回答、510．帳票延滞金計算日、511．帳票回答表題用、
512．帳票回答文書、513．帳票回答有無、514．帳票公示送達状況コード、515．帳票公示送達日、516．帳票再転送日、517．帳票種
類コード、518．帳票照会項目、519．帳票条文コード、520．帳票調査日、521．帳票発送日、522．帳票備考、523．帳票表題、524．帳
票返戻解除日、525．帳票返戻日、526．町コード、527．町村、528．調査日、529．調査予定区分、530．調査予定対象連番、531．調
査予定連番、532．調定額、533．調定年度、534．通称名、535．通称名カナ、536．通知書番号、537．転出先住基有無、538．転出先
住所、539．転出先除票日、540．転出先除票理由コード、541．転出先方書、542．電子公印有無、543．電話番号、544．登記階以外
床面積、545．登記階床面積、546．登記構造コード、547．登記種類コード、548．登記地下階数、549．登記地上階数、550．登記地
積、551．登記地目コード、552．登録事由、553．登録事由名称、554．登録担当者コード、555．登録日、556．登録番号、557．都市計
画税課税標準額、558．都市計画税課税標準額家屋、559．都市計画税課税標準額合計、560．都市計画税課税標準額土地、561．



画税課税標準額、558．都市計画税課税標準額家屋、559．都市計画税課税標準額合計、560．都市計画税課税標準額土地、561．
都市計画税額、562．都道府県民税均等割額、563．都道府県民税所得割額、564．土地筆数、565．当初回数、566．特記メモ、567．
特記事項、568．特徴義務者宛名番号、569．特普区分、570．特別区分、571．特別事由、572．督促フラグ、573．督促区分、574．督
促手数料、575．督促状指定納期限、576．督促発送期限、577．内数種類コード、578．内訳連番、579．内容、580．日付、581．日付
区分、582．入場開始時間、583．入場締切時間、584．入力区分、585．年金特徴期別税額、586．年税額、587．納期限、588．納期限
変更連番、589．納税組合コード、590．納付延滞金、591．納付額、592．納付均等割額、593．納付均等割額符号、594．納付金額、
595．納付合計額、596．納付合計税額、597．納付合計税額符号、598．納付種類コード、599．納付受託連番、600．納付書データ作
成済フラグ、601．納付書印刷済フラグ、602．納付書番号、603．納付書番号内連番、604．納付場所、605．納付責任額、606．納付督
促手数料、607．納付法人税割額、608．納付法人税割額符号、609．納付約束時刻、610．納付予定日、611．破産管財人番号、612．
破産手続開始日、613．廃車事由、614．廃車日、615．排気量、616．排気量単位区分、617．配当額、618．配当見込区分、619．配当
順位、620．配当連番、621．買受金納付期限日、622．買受金納付時間、623．買受金納付場所、624．買受金納付日、625．買受者
コード、626．売却区分番号、627．売却決定時間、628．売却決定場所、629．売却決定日、630．売却状況区分、631．売却中止決定
日、632．売却中止事由、633．発行回数、634．発行機能コード、635．発行制限区分、636．発行担当者コード、637．発行担当者名、
638．発行日、639．発行年度、640．発送種類コード、641．発送内容コード、642．発送日、643．発送予定日、644．搬出日、645．番地
番、646．非課税特例区分、647．備考、648．備考コード、649．標識番号、650．表示順序、651．評価額、652．付箋内容コード、653．
普徴期別税額、654．賦課拠点コード、655．賦課年度、656．副担当者コード、657．副担当者変更事由、658．物件番号、659．分割基
準分子、660．分割基準分母、661．分単区分、662．分納回数、663．分納開始年月、664．分納取消日、665．分納対象区分、666．分
納入金額、667．分納連番、668．分筆区分、669．分離所得課税標準額、670．文書番号、671．文書番号年、672．文章番号年、673．
変更後時刻、674．変更後納期限、675．変更前納付義務承継額、676．返戻フラグ、677．返戻経過記録連番、678．保管解除手続、
679．保管命令日、680．保証人宛名番号、681．補足区分、682．補足情報、683．補足日付、684．方書、685．法人区分、686．法人住
民税決定通知日、687．法人住民税更正通知日、688．法人住民税指定納期限、689．法人住民税修正申告日、690．法人税額、691．
法人税割額、692．法人税決定通知日、693．法人税更正通知日、694．法人税修正申告日、695．法人登記有無、696．法人名、697．
法人名カナ、698．法定納期限等、699．法務局番号、700．本日入金額、701．枚数、702．未納額、703．無効フラグ、704．名寄宛名番
号、705．名義変更有無、706．名称、707．名称カナ、708．名称清音カナ、709．約束管理フラグ、710．約束時刻、711．約束内容コー
ド、712．約束日、713．約束履行有無、714．約束連番、715．有効フラグ、716．猶予事由、717．猶予種類コード、718．猶予連番、
719．郵便番号、720．予定金額、721．預金種別コード、722．履行期限コード、723．履行期限内容、724．履行区分、725．理由、726．
立会人関係、727．立会人住所、728．立会人住所コード、729．立会人方書、730．立会人名、731．立会人郵便番号、732．領収時刻、
733．領収日、734．累計延滞金、735．累計収納額、736．累計督促手数料、737．累計納付、738．個人番号、739．法人番号



 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜収納・滞納システムにおける措置＞
申請等を受ける場合は、法令等により定められた様式に限る。また、本人が提出する場合は、本人確
認書類の提示を受け、本人確認を行う。
・本人の代理人による申告、届出等を受ける場合は、委任状の確認を行うとともに、代理人の本人確
認を行う。
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認証、利用可能な機能の制限等により、不適切な方法による
入手を防止している。
・調査、照会等により情報を入手する際は照会先に調査目的、根拠法令等を提示し、回答を求めてい
る。
・収納・滞納システム間の連携においては、各業務システムの制限等により、不適切な方法による入手
を防止している。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤システム庁内連携機能経由）における措置＞
庁内連携による入手の場合、データ提供元・提供先の担当課間で入手方法（方式、頻度、タイミングな
ど）を予め合意している。システム間連携においては予め取り決めた方法以外で情報を入手することは
できない。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

 必要な情報以外を入手する
ことを防止するための措置の
内容

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・情報登録の際には、必要な情報以外の登録を行わないように、二重チェックを実施する。
・必要な情報以外の登録ができないように、収納・滞納システムにおいて入力項目等の制御を行ってい
る。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤システム庁内連携機能経由）における措置＞
庁内連携による入手の場合、データ提供元の担当課と入手内容を予め合意している。システム間連携
においては予め取り決めた内容以外の情報を入手することはできない。

 その他の措置の内容 ―

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

＜収納・滞納システムにおける措置＞
申請等の窓口において、申告、届出内容や本人確認書類（身分証明書等）の確認を行い、対象者以外
の情報の入手を防止する。
・情報登録の際には、対象者以外の登録を行わないように、二重チェックを実施する。

 １．特定個人情報ファイル名

収滞納特定個人情報ファイル

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]



 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・申請等の窓口においては、職員が書類を直接受理し、入力処理など次の処理過程に責任を持って引
き継いでいる。また、書類は施錠した書庫に保管している。書庫の鍵は、権限をもった者（係長級以上
の職員）が管理を行う。
・行政機関等から送付されるものについては、送付書記載の内容と送付物を突合し不整合がないこと
を確認している。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤システム庁内連携機能経由）における措置＞
・庁内連携による入手の場合は、共通基盤システムのシステム間連携制御機能を使用し、連携データ
がロストしない仕組みを構築している。（何らかの事情でロストが発生した場合は連携エラーとなる仕組
みを講じている。）

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

―

 その他の措置の内容 ―

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

・本人の個人番号カード若しくは通知カード及び当該通知カードに記載された事項がその者に係るもの
であることを証するものとして主務省令で定める書類の提示を受け、本人確認を行う。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

・提出された書類に記載された個人番号と、システムで保有している情報に相違がある場合は、住民
基本台帳ネットワークシステムを利用し、個人番号の真正性の確認を行う。なお、番号変更の際、タイ
ムラグがあることに留意しておく。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・各種申告、届出等は、提出された原本と入力内容を突合しチェックしている。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤システム庁内連携機能経由）における措置＞
・庁内連携による入手の場合は、共通基盤システムのシステム間連携機能により、情報の移転元業務
システムと共通基盤システム及び移転先業務システムで同期を取る仕組みとなっており、情報の順序
性・正当性・正確性等を担保している。また、システム間連携データは連携の途中で更新することはで
きないため、誤った情報に上書きする恐れはない。



 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 その他の措置の内容 ―

 リスクへの対策は十分か [ 十分である
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている

＜選択肢＞]

 具体的な管理方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・人事システムから年次で人事情報を連携して権限表を作成し、権限表をもとに発効管理・失効管理を
行う。
・システム管理者は、定期的にアクセス権限設定の見直しを行う。

 特定個人情報の使用の記録

 具体的な方法

・特定個人情報の使用の記録は、操作履歴（日時、使用者、使用情報等）としてストレージ及び外部媒
体に５年間記録する。
・外部媒体に記録する場合は、外部媒体は施錠管理されたデータセンター保管する。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊によ
りデータを完全に消去する。

記録を残している[
2) 記録を残していない1） 記録を残している

＜選択肢＞]

 具体的な管理方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・アクセス権限の発効及び失効は、システム管理者または代理の者が行うため、その他の者が自由に
発効及び失効を行うことができない。
・年度当初に人事情報を元にアクセス権限の一括更新を行い、人事異動や退職等による権限の発効
及び失効を実施している。
・年度途中にアクセス権限の変更が必要な場合は、システム管理者または代理の者が速やかに権限
の発効及び失効を行う。

 アクセス権限の管理 [ 行っている

 具体的な管理方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・収納・滞納システムを利用する必要がある職員を特定するとともに、職員毎にユーザＩＤを割り当て、Ｉ
Ｄ及びパスワードによる認証を行う。
・認証に使用するパスワードは、3か月ごとに変更する。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

]

]

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている

 宛名システム等における措
置の内容

＜共通基盤システム（番号制度アプリケーション機能）における措置＞
共通基盤システムの統合宛名システム機能は符号取得専用の機能であり、各業務システムにむけて
宛名情報を連携しない仕組みとしている。このため、事務に必要のない情報と紐付けを行うことはでき
ない。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

・番号制度に関する事務（システム）以外からは収納・滞納ファイルを直接参照できないよう、アクセス
制御対策を実施する。
・番号制度に関する事務以外で収納・滞納システムを使用する場合には、使用場所を収納課内に限定
するとともに、利用権限により個人番号がマスク表示された状態となるような仕組みとする。
・収納・滞納システムの稼働するLANでは、外部からの侵入ができないようファイアウォールによる適切
なアクセス制御を実施する。

 その他の措置の内容 ―

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

1） 行っている 2） 行っていない
＜選択肢＞

]



 リスクに対する措置の内容

【職員端末】
・ＥＵＣデータの抽出権限は業務に必要な範囲に限定して付与する。
・職員に対し、個人情報保護に関する研修を必要に応じて実施する。
・委託業者との間で、個人情報の取扱いに関する覚書及び特定個人情報の取扱委託に関する覚書を
締結し、不正利用の禁止等の従業者への周知徹底を義務付けている。

【サーバー】
・バックアップファイルの取得は入退室管理をしているデータセンターでの作業に限定されている。
・システム上、管理権限を与えられた者以外、情報の複製は行えない仕組みとする。また、バックアップ
以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先等に対し指導する。
・収滞納システムサーバーで、操作できる端末を制限している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　・スクリーンセーバー等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない
　・端末のディスプレイを、来庁者から見えない位置に置く
　・個人番号が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ、事務処理完了後にはシュレッダーで処
分する

 リスクに対する措置の内容

・特定個人情報の提供は、法令等の規定がある場合以外は認められない旨を職員等に周知する。
・アクセス記録管理を行っており、業務外利用をした場合には特定可能であることを職員に周知し、事
務外の利用を抑止する。
・収納・滞納システムにおいては、当該職員の権限に応じて処理可能なメニューのみを表示すること
で、業務に不必要な処理を行えない仕組みとする。
・委託業者に対し、個人情報の取扱委託に関する覚書及び特定個人情報の取扱委託に関する覚書を
締結し、不正利用の禁止等の従業者への周知・徹底を義務付けている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク



 具体的な方法
委託先と条例に基づく個人情報の取扱委託に関する覚書及び特定個人情報の取扱委託に関する覚
書を締結し、再委託についてはあらかじめ書面を提出させたうえで、その妥当性を確認する。

 規定の内容

委託契約書において、個人情報の取扱委託に関する覚書及び特定個人情報の取扱委託に関する覚
書を締結するよう義務付けており、覚書において、以下のことを明記している。
・保有個人情報の適正管理について最大限の注意を払い、漏えい及び毀棄等の事故を防止するため
の対策を講じること。
・保有個人情報を適切に管理するため、個人情報受託管理責任者を置くこと。
・個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、保有個人情報の適正な取扱いに資するための
研修・教育を実施すること。
・保有個人情報をみだりに他人に知らせてはならないこと。
・原則として、保有個人情報の取扱いの委託の全部又は一部を再委託しないこと。再委託する場合
は、あらかじめ書面により申請し、承認を受けること。
・保有個人情報を不正に利用し、又は毀棄等をしないこと。
・保有個人情報を、他の従事者（担当以外の者）　及び部外者に提供しないこと。
・契約に基づいて個人情報を収集する場合は、受託業務の範囲を超えて収集してはならないこと。
・保有個人情報を複写し、又は複製しないこと。
・保有個人情報に関し事故が発生したときは､速やかに報告すること。
・覚書に定める事項に関する遵守状況について、必要に応じて報告させ、又は実地検査することがで
きる。

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

[ 十分に行っている

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・委託業務終了後は、返還もしくは物理的破壊によりデータを完全に消去しなければならない。

・委託業者が個人情報ファイルの消去を実施する場合は、作業者、作業内容及び作業場所等を記載し
た報告書の提出を義務付けている。また、必要があれば本市職員が現地調査することも可能とする。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

定めている[

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている]

4） 再委託していない
2） 十分に行っている

＜選択肢＞

]

1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞]

1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

 委託先から他者への
提供に関するルール
の内容及びルール遵
守の確認方法

・個人情報の取扱委託に関する覚書及び特定個人情報の取扱委託に関する覚書において、保有個人
情報の外部提供の禁止を明記している。
・保有個人情報の管理状況について、必要に応じて検査を実施する。

 委託元と委託先間の
提供に関するルール
の内容及びルール遵
守の確認方法

・委託業者に特定個人情報ファイルを提供する場合は、作業者、作業内容及び作業場所等を記載した
申請書を事前に提出させ、提供の必要性及び作業内容の確認等を行う。
・保有個人情報の管理状況について、必要に応じて検査を実施する。

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている

 具体的な制限方法
・運用保守業務においては、従事者名簿の提出を受け、誰がどのような作業を行うのかあらかじめ報
告を義務付ける。
・運用保守業務においては、ＩＤ、パスワードにより認証を行い、作業権限を設定する。

 特定個人情報ファイルの取
扱いの記録

[ 記録を残している

]
1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

2） 記録を残していない1） 記録を残している
＜選択肢＞]

 具体的な方法

・運用保守業務における特定個人情報の使用の記録は、操作履歴（日時、使用者、使用情報等）とし
てストレージ及び外部媒体に５年間記録している。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊によ
りデータを完全に消去する。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

 特定個人情報ファイルの閲
覧者・更新者の制限

] 委託しない

[ 制限している

委託業者に対し、個人情報の取扱委託に関する覚書を締結し、個人情報受託管理責任者の指定を義
務付けている。また、特定個人情報ファイルの閲覧・更新者を限定するため、事前に情報資産を取り扱
う全ての従事者名簿（所属、氏名、作業内容、取り扱う情報資産等）の提出を義務付けている。

[ ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

2） 制限していない1） 制限している
＜選択肢＞]



 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

―

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞]

 その他の措置の内容 ―



 具体的な方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転は、共通基盤システムへの通信に限定し、システムログ（連携日時等）と
してストレージ及び外部媒体に５年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録の確認
を行う。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊により
完全に消去する。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転の記録は、システムログ（連携日時等）としてストレージ及び外部媒体に５
年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録の確認を行う。

] 提供・移転しない

記録を残している[

[

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）

1） 記録を残している 2） 記録を残していない
＜選択肢＞]

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに
対する措置

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・提供する特定個人情報を含む資料について、複数の担当者による二重チェックを実施している。
・特定個人情報の提供・移転は、番号法等関連法令の規定により、その範囲を遵守し、定められた提
供・移転先についてのみ行う。
・特定個人情報の提供・移転は、共通基盤システムへの通信に限定し、システムログ（連携日時等）と
してストレージ及び外部媒体に５年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録の確認
を行う。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転の記録は、システムログ（連携日時等）としてストレージ及び外部媒体に５
年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録の確認を行う。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録を実施
することで、不適切な端末操作を抑止する。また、業務端末を一定時間操作しなかった場合、スクリー
ンセーバーにより自動的に画面をロックし、ロックの解除は、パスワードの入力を要する設定としてい
る。
・特定個人情報の提供・移転は、番号法等関連法令の規定により、その範囲を遵守し、定められた提
供・移転先についてのみ行う。
・特定個人情報の提供・移転は、共通基盤システムへの通信に限定し、システムログ（連携日時等）と
してストレージ及び外部媒体に５年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録の確認
を行う。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊により
完全に消去する。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転の記録は、システムログ（連携日時等）としてストレージ及び外部媒体に５
年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録の確認を行う。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

 その他の措置の内容 ―

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転は、番号法等関連法令の規定により、その範囲を遵守し、定められた提
供・移転先についてのみ行う。
・特定個人情報の提供・移転は、共通基盤システムへの通信に限定し、システムログ（連携日時等）と
してストレージ及び外部媒体に５年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録の確認
を行う。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転の記録は、システムログ（連携日時等）としてストレージ及び外部媒体に５
年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録の確認を行う。

定めている[ ]
1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞



―



 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜収納システムにおける措置＞
・特定個人情報ファイルの情報連携は、共通基盤システムへの通信に限定し、システムログ（連携日時
等）としてストレージ及び外部媒体に５年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録
の確認を行う。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊により
データを完全に消去する。
・ネットワーク間にファイアウォールを設置し、通信制御を行う。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣（デジタル庁）が設置・管理
する情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計されるた
め、安全性が担保されている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持
した行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、
通信を暗号化することで安全性を確保している。

＜本市における全庁的な措置＞
・本市の中間サーバ連携用サーバは専用のDMZ区画に設置している。また、中間サーバ連携用サー
バとの通信は共通基盤システムに限定することで庁内からの不正な通信を遮断するなどして、安全性
を確保している。
・間接的に中間サーバと情報連携を行う各業務システムは番号利用事務系ネットワークに接続してお
り、インターネット系ネットワークとは論理的に分離することで安全性を確保している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜収納システムにおける措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認証、利用可能な機能の制限等により、権限を有しない者に
よる目的外の情報登録による入手を防止している。
・特定個人情報ファイルの情報連携は、共通基盤システムへの通信に限定し、システムログ（連携日時
等）としてストレージ及び外部媒体に５年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録
の確認を行う。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は
専用ソフト等を利用して完全に消去する。

＜共通基盤システム（番号制度情報連携機能）における措置＞
・事務担当課と事務手続きの対応表を作成し、システムに設定している。これにより目的外の情報照会
を制限している。
・共通基盤システムのシステム間連携制御機能により、予め連携機能開発したシステム以外からの情
報照会依頼を許可しない措置を講じている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、提供許可証
の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、
情報提供ネットワークシステムから提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つま
り、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリ
ティリスクに対応している。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログ
アウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適
切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う
機能。
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供に係る情報
照会者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧化し、情報照会の可否を判断するために使用す
るもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

○ ] 接続しない（提供）[] 接続しない（入手）[ ６．情報提供ネットワークシステムとの接続

1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

3） 課題が残されている



3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

＜収納システムにおける措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認証、利用可能な機能の制限等により、権限を有しない者に
よる目的外の情報登録による入手を防止している。
・特定個人情報ファイルの情報連携は、共通基盤システムへの通信に限定し、システムログ（連携日時
等）としてストレージ及び外部媒体に５年間記録している。また、必要に応じてシステム管理者が記録
の確認を行う。

＜共通基盤システム（番号制度情報連携機能）における措置＞
・中間サーバーから入手した情報照会結果を業務システムに連携する場合、システム間制御機能にて
照会依頼元の連携先システムに連携している。人手を介していないため、誤った業務システムにデー
タが連携されたり、データを紛失することはない。
・共通基盤システムのオンライン機能ではアクセス権限設定等により、各事務担当者が入手可能な特
定個人情報の制限を行っている。
・認証管理機能により、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操
作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する
仕組みになっている。
・システムを一定時間使用しなかった場合、自動的にシステムからログアウトする設定としている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施するた
め、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止する
仕組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に結果情報を情報照会
機能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送信す
る特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みになってい
る。そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持
した行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･紛失のリスクに
対応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、
通信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監視・障
害対応等、クラウドサービス事業者の業務は、クラウドサービスの提供であり、業務上、特定個人情報
へはアクセスすることはなない。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ]
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容
＜共通基盤システム（番号制度情報連携機能）における措置＞
・情報照会機能により中間サーバーに情報照会を行う際には、共通基盤システムにおいて照会結果の
改変を行わないことで、中間サーバーから入手した情報と同一であることを担保している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]



]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [

＜選択肢＞

2） 十分である
＜選択肢＞

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内
容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
②情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに
対応している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総
合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性
を確保している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）してお
り、中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー･プラットフォームの事業者及びクラウドサービス事業者に
おける情報漏えい等のリスクを極小化する。

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている



＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している ①NISC政府機関統一基準群

]

]

]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
＜選択肢＞

3） 十分に整備していない

3） 十分に周知していない

 ⑦バックアップ

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞]

3） 十分に行っていない

 ⑥技術的対策

 具体的な対策の内容

＜収滞納システムにおける措置＞
・各システムではウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
・各システムではファイアーウォールを導入し、不正アクセス対策を行う。
・各システムではアクセス制限を行うとともに、必要に応じてログの解析を行う。
・各システムにて導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を
行う。

＜全庁共通の措置（情報連携に使用する端末における措置）＞
・マイナンバー系ネットワークに接続し、インターネット系やLGWAN接続系端末とは物理的に異なる端
末を使用している。
・ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
・外部記憶媒体等への書き出しは原則として禁止し、制限している。
・マイナンバー系ネットワークの各データファイルは自動的に暗号化される仕組みとしている。このた
め、所定の復号化ソフトを導入していない端末からはデータファイルの中身を閲覧することはできな
い。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネット
ワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行
うとともに、ログの解析を行う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
④中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登
録されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、インターネットとは切り離された閉域
ネットワーク環境に構築する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存される特定個人情報は、中間サーバー・プラットフォームの事
業者及びクラウドサービス事業者がアクセスできないよう制御を講じる。
⑥中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、
通信を暗号化することで安全性を確保している。
⑦中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、中間サーバー・プラットフォームの事業者において、
移行するデータを暗号化した上で、インターネットを経由しない専用回線を使用し、VPN等の技術を利
用して通信を暗号化することでデータ移行を行う。

十分に行っている

十分に行っている

十分に行っている

[

[

[

3） 十分に行っていない
2） 十分に行っている1） 特に力を入れて行っている

＜選択肢＞

 ⑤物理的対策

 具体的な対策の内容

＜収滞納事務における措置＞
・特定個人情報を取り扱う業務端末は、セキュリティワイヤーによる盗難防止措置を行い、時間経過に
よる画面ロック等のセキュリティ対策を行うこととしている。

＜データセンターにおける措置＞
・特定個人情報を保管するサーバーは、岡山市が契約するデータセンターに構築し、設置場所への入
退室管理、施錠管理等のセキュリティ対策、無停電電源装置の設置、空調管理、耐震・耐火措置等の
災害・事故対策を行っている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登
録されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラ
ウドサービス事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たしてい
る。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。

 ③安全管理規程

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

十分に行っている

[

[

[

]

]十分に周知している

十分に整備している

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

2） 十分に周知している1） 特に力を入れて周知している
＜選択肢＞

2） 十分に整備している1） 特に力を入れて整備している

 ②安全管理体制

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

[

[

]

]

政府機関ではない

十分に整備している

4） 政府機関ではない3） 十分に遵守していない

3） 十分に整備していない



 ⑨過去３年以内に、評価実
施機関において、個人情報に
関する重大事故が発生したか

[ 発生あり

 その内容
令和６年３月、旧システムから新システムへのデータ移行不備により、一部データ項目に不具合が生
じ、市内対象者に他人の電話番号が印字されたハガキを発送した。

 再発防止策の内容
旧システムから登録データ全件の一覧を出力し、移行元データを再度突合する。差異があったものに
ついて差異の理由を確認する。今後、ハガキ出力前にはデータの妥当性の確認を行う。

周知 3） 十分に行っていない

＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし

]



 手順の内容
システム管理者の指示を受けた運用管理者が、保管期間を経過したデータについて、個別ファイルご
とに、適宜システムから消去する。

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容
・氏名・住所等の情報については、住民記録システムによりリアルタイムかつ自動的に異動データを連
携することにより、最新化する。
・情報の登録・更新が必要な事象が発生した場合は、担当者が速やかに処理を実施する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

1） 定めている 2） 定めていない

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている

ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊によりデータを完全に消去する。

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 その他の措置の内容 ―

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 その他の措置の内容

・職員退庁後若しくは週休日はセキュリティを解除しなければ庁舎及び執務室に立ち入ることが不可
能。
・セキュリティカードは貸出簿を作成の上管理している。
・個人情報関係図書は鍵付きロッカー及びキャビネットにて保管している。
・USBは使用するPCを限定し、使用簿を作成の上管理している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している

 具体的な保管方法 死者の個人番号は、生存者の個人番号と同様の保管、管理を行う。

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

1） 保管している 2） 保管していない
＜選択肢＞]



 具体的なチェック方法

 具体的な内容

＜収滞納事務における措置＞
・評価書の記載内容に沿ったチェックリストを用いて、年１回の自己点検を実施する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、定
期的に自己点検を実施することとしている。

＜収滞納事務における措置＞
・情報セキュリティに関する監査を定期的に実施する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームについて、定期的に監査を行うこととしてい
る。
②政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者
は、定期的にISMAP監査機関リストに登録された監査機関による監査を行うこととしている。

 従業者に対する教育・啓発
＜選択肢＞

Ⅳ　その他のリスク対策 ※

 １．監査

 ①自己点検
十分に行っている[

＜選択肢＞
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている
3) 十分に行っていない

]

 具体的な方法

3) 十分に行っていない
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている

＜収滞納事務における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を年１回以上実施する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ教育
資材を作成し、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、運用規則（接
続運用規程等）や情報セキュリティに関する教育を年次（年２回）及び随時（新規要員着任時）実施す
ることとしている。

＜収滞納事務における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を年１回以上実施し、保有個人情報を不正に取り扱った場合の罰則適用等について周知してい
る。なお、違反行為を行った者に対しては、指導を行う。
・委託業者に対し、個人情報及び特定個人情報の取扱委託に関する覚書を締結し、従業者への研修・教育の実施や保有個人情報を
不正に取り扱った場合の罰則適用等の周知を義務付けている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラ
ウドサービス事業者による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低
減、及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用、監視を実現する。

3) 十分に行っていない
2) 十分に行っている1) 特に力を入れて行っている

]十分に行っている[

 ２．従業者に対する教育・啓発

 ②監査

[ ]

＜選択肢＞

 ３．その他のリスク対策

十分に行っている



 ②対応方法 問い合わせの受付時に受付票を起票し、対応について記録を残す。

 ⑤法令による特別の手続 －

 ⑥個人情報ファイル簿への
不記載等

－

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 ①連絡先
岡山市財政局税務部　収納課
700-8544　岡山県岡山市北区大供一丁目２番３号
問い合わせ先電話番号　086-803-1191

 個人情報ファイル名 個人情報ファイル簿（収滞納業務で取り扱ったファイル）

 公表場所 岡山市役所本庁舎　２階西側　行政資料室

 ④個人情報ファイル簿の公
表

[ 行っている ]
＜選択肢＞
1) 行っている 2) 行っていない

 特記事項 請求方法、指定様式等について岡山市ホームページ上で表示。

 ③手数料等
[ 無料 ]

＜選択肢＞
1) 有料 2) 無料

（手数料額、納付方法： ）

Ⅴ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先
岡山市総務局総務部　行政事務管理課情報公開室
700-8544　岡山県岡山市北区大供一丁目１番１号
問い合わせ先電話番号　086-803-1083

 ②請求方法 指定様式による書面の提出により開示・訂正・利用停止請求を受け付ける。



4) 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に全項目評価を実施）
3) 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
2) 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
1) 基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる
＜選択肢＞

 ４．個人情報保護委員会の承認　【行政機関等のみ】

 ①提出日

 ②個人情報保護委員会によ
る審査

 ③結果

Ⅵ　評価実施手続

 ①方法

 ③期間を短縮する特段の理
由

 ２．国民・住民等からの意見の聴取

 ②実施日・期間

岡山市パブリックコメント実施要綱に基づきパブリックコメントによる意見聴取を実施する。パブリックコ
メントの実施に際しては、市ホームページ及び本庁、各区役所にて全文を閲覧できるようにする。

 １．基礎項目評価

 ①実施日 令和7年7月24日

 ②しきい値判断結果

基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる[ ]

 ①実施日

 ②方法

 ④主な意見の内容

 ⑤評価書への反映

岡山市行政不服・情報公開・個人情報保護審査会による審査

 ３．第三者点検



（別添３）変更箇所
提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

機構改革平成27年4月1日 Ⅱ-3-⑦使用部署の一部 各区役所税務課 各区市税事務所 事後

平成28年4月1日 Ⅰ-7-②所属長 課長　近藤　康彦 課長　片岡　延之 事後 人事異動

平成28年7月22日
Ⅰ-５-個人番号の利用　法令
上の根拠

番号法第９条（利用範囲）第１項
別表第１の１６の項
　地方税法その他の地方税に関する法律及び
これらの法律に基づく条例による地方税の賦
課徴収又は地方税に関する調査（犯則事件の
調査を含む。）に関する事務であって主務省令
で定めるもの

番号法第９条（利用範囲）第１項
別表第１の１６の項
　地方税法その他の地方税に関する法律及び
これらの法律に基づく条例による地方税の賦
課徴収又は地方税に関する調査（犯則事件の
調査を含む。）に関する事務であって主務省令
で定めるもの

行政手続における特定の個人を識別するため
番号の利用等に関する法律別表第１の主務
省令で定める事務を定める命令第１６条

事後 主務省令を追記

平成29年4月1日 Ⅵ-3-②方法 個人情報保護委員会による審査
岡山市情報公開及び個人情報保護審査会に
よる審査

事後 審査機関名称の修正

平成30年4月1日 Ⅰ-7-①部署 財政局収納課 財政局税務部　収納課 事後 機構改正

平成29年4月1日 Ⅰ-7-②所属長 課長　片岡　延之 課長　遠藤　清之 事後 人事異動

平成29年4月1日 Ⅴ-1-①請求先

岡山市総務局行政事務管理課
700-8544　岡山県岡山市北区大供一丁目１番
１号
問い合わせ先電話番号　086-803-1083

岡山市総務局行政事務管理課情報公開室
700-8544　岡山県岡山市北区大供一丁目１番
１号
問い合わせ先電話番号　086-803-1083

事後 課内室を追記

平成30年4月1日 Ⅴ-1-②連絡先

岡山市財政局収納課
700-8544　岡山県岡山市北区大供一丁目２番
３号
問い合わせ先電話番号　086-803-1191

岡山市財政局税務部　収納課
700-8544　岡山県岡山市北区大供一丁目２番
３号
問い合わせ先電話番号　086-803-1191

事後 機構改正

令和2年8月31日
Ⅰ基本情報-1-①事務の名
称

②収納消込事務
納付書による入金、コンビニ入金、口座振替に
よる入金などの情報をもとに消込を行い、調定
額と収入額を比較し、完納、未納、過誤納を判
定する。

②収納消込事務
納付書によるコンビニ、金融機関等への入金、
口座振替による入金などの情報をもとに消込
を行い、調定額と収入額を比較し、完納、未
納、過誤納を判定する。

事後 再実施に伴う記載の整理

平成30年5月1日 Ⅰ-7-②所属長 課長　遠藤　清之 課長 事後 様式変更

平成30年4月1日 Ⅴ-1-①請求先

岡山市総務局行政事務管理課情報公開室
700-8544　岡山県岡山市北区大供一丁目１番
１号
問い合わせ先電話番号　086-803-1083

岡山市総務局総務部　行政事務管理課情報
公開室
700-8544　岡山県岡山市北区大供一丁目１番
１号
問い合わせ先電話番号　086-803-1083

事後 機構改正

令和2年8月31日
Ⅰ基本情報-2-システム6③
他のシステムとの接続

その他 その他（中間サーバー、庁内各業務システム） 事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日 Ⅰ基本情報-2
システム7共通基盤システム(庁内連携・団体
内統合宛名システム）

システム6住民基本台帳ネットワークシステム
事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日 Ⅰ基本情報-2
システム6住民基本台帳ネットワークシステム

システム6共通基盤システム(庁内連携機能・
団体内統合宛名機能、番号制度情報連携機
能）

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日
Ⅰ基本情報-2-システム6②
システムの機能

①システム間連携機能
庁内業務システム間のデータ連携を統一して
制御する機能。
②運用管理機能
外字配信、リモート管理、時刻同期、ウィルス
管理、パッチ管理等の運用を管理する機能。
③共通インフラ機能
共有ファイルサーバー及びネットワークを管理
する機能。
④認証管理機能
シングルサインオン、アカウント管理等の認証
を管理する機能。
⑤帳票印刷管理機能
印刷データの格納・取得、印刷処理を管理す
る機能。
⑥団体内統合宛名管理機能
団体内統合宛名番号を管理する機能。
⑦情報連携機能
データベースの業務情報を中間サーバー等に
連携する機能。
⑧情報照会機能
中間サーバーを介して、他団体への情報照会
を行う機能。

１．システム間連携機能
：庁内業務システム間のデータを連携する機
能。
２．運用管理機能
：外字配信、リモート管理、時刻同期、ウィルス
管理、パッチ管理等を管理する機能。
３．共通インフラ機能
：共有ファイルサーバー及びファイヤーウォー
ル設定を管理する機能。
４．認証管理機能
：シングルサインオン、アカウント管理等の認
証を管理する機能。
５．団体内統合宛名管理機能
：団体内統合宛名番号管理する機能及び符号
取得を実現する機能。
６．番号制度情報連携機能（システム間連携）
：業務システム⇔中間サーバ間の情報連携
データを中継する機能。
７．番号制度情報連携機能（オンライン機能）
：オンライン画面にて情報連携を実現する機
能。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅱ特定個人情報ファイルの
概要-2-④記載される項目-
その妥当性

・その他識別情報（宛名番号） ・その他識別情報（内部番号） 事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日
Ⅱ特定個人情報ファイルの
概要-2-⑥事務担当部署

財政局収納課 財政局税務部収納課 事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日 Ⅰ基本情報-2-システム8
システム8
「中間サーバーシステム」追加

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日
Ⅰ基本情報-(別添1)事務の
内容

「納税者」→「共通基盤システム」の間に
「eLTAX」を追加
「共通基盤システム」に対する流れ「→」の中に
「既存住基システム」を追加

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日
Ⅱ特定個人情報ファイルの
概要-4-委託事項1

「収納・滞納システム全般のシステム運用」 「収納・滞納システムの保守業務」 事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日
Ⅱ特定個人情報ファイルの
概要-4-委託事項2

「収納・滞納システムの保守業務」 削除（委託事項1へ変更） 事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅱ特定個人情報ファイルの
概要-3-⑦使用の主体-使用
部署

財政局収納課 財政局税務部収納課 事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日
Ⅱ特定個人情報ファイルの
概要-4-委託の有無

2件 1件 事後 再実施に伴う記載の整理



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　２．特定個人情報の入手
　リスク２：不適切な方法で入
手が行われるリスク
　・リスクに対する措置の内
容

＜共通基盤システムにおける措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な業務システムの制限等によ
り、不適切な方法による入手を防止している。
・庁内連携による入手の場合は、共通基盤シ
ステムのシステム間連携機能によるアクセス
の制限と、共通基盤ファイアウォール等による
通信制御により、不適切な方法による入手を
防止している。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤
システム庁内連携機能経由）における措置＞
・庁内連携による入手の場合は、庁内連携に
よる入手の場合、根拠法令等の確認のうえ、
データ提供元・提供先の担当課間で入手方法
（方式、頻度、タイミングなど）を予め合意して
いる。システム間連携においては予め取り決
めた方法以外で情報を入手することはできな
い。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　２．特定個人情報の入手
　リスク３：入手した特定個人
情報が不正確であるリスク
　・個人番号の真正性確認の
措置の内容

・提出された書類に記載された個人番号と、シ
ステムで保有している情報に相違がある場合
は、住民基本台帳ネットワークシステムを利用
し、個人番号の真正性の確認を行う。

・本人の個人番号カード若しくは通知カード及
び当該通知カードに記載された事項がその者
に係るものであることを証するものとして主務
省令で定める書類の提示を受け、本人確認を
行う。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅱ特定個人情報ファイルの
概要-5-提供先1①法令上の
根拠

番号法第19条第8号 番号法第19条第9号 事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　２．特定個人情報の入手
　リスク１：目的外の入手が行
われるリスク
　・対象者以外の情報の入手
を防止するための措置の内
容

＜収納・滞納システムにおける措置＞
申請等の窓口において、申告、届出内容や本
人確認書類（身分証明書等）の確認を行い、
対象者以外の情報の入手を防止する。
・情報登録の際には、対象者以外の登録を行
わないように、二重チェックを実施する。
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な機能の制限等により、権限を
有しない者による目的外の情報登録による入
手を防止している。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な業務システムの制限等によ
り、権限を有しない者による目的外の情報登
録による入手を防止している。
・庁内連携による入手の場合は、共通基盤シ
ステムのシステム間連携機能により、情報の
移転元業務システムと共通基盤システム及び
移転先業務システムで同期を取る仕組みと
なっており、情報の順序性・正当性・正確性等
を担保している。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
申請等の窓口において、申告、届出内容や本
人確認書類（身分証明書等）の確認を行い、
対象者以外の情報の入手を防止する。
・情報登録の際には、対象者以外の登録を行
わないように、二重チェックを実施する。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　３．特定個人情報の使用
　リスク１：目的を超えた紐付
け、事務に必要のない情報と
の紐付けが行われるリスク
　・宛名システム等における
措置の内容

＜共通基盤システムにおける措置＞
・団体内統合宛名管理機能を有する共通基盤
システムにおいては、システム間連携機能に
より、連携する庁内業務システムごとにアクセ
スできる情報を制限しており、目的を超えた紐
付けや事務に必要のない情報との紐付けを防
止している。

＜共通基盤システム（番号制度アプリケーショ
ン機能）における措置＞
共通基盤システムの統合宛名システム機能は
符号取得専用の機能であり、各業務システム
にむけて宛名情報を連携しない仕組みとして
いる。このため、事務に必要のない情報と紐付
けを行うことはできない。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　３．特定個人情報の使用
　リスク２：権限のない者に
よって不正に使用されるリス
ク
　・ユーザ認証の管理
　・具体的な管理方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・収納・滞納システムを利用する必要がある職
員を特定するとともに、職員毎にユーザＩＤを割
り当て、ＩＤ及びパスワードによる認証を行う。
・認証に使用するパスワードは、定期的に変更
する。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な業務システムの制限等により
不正な使用を防止している。
・職員ごとにユーザＩＤを発効し、認証に使用す
るパスワードは、定期的に変更を行っている。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・収納・滞納システムを利用する必要がある職
員を特定するとともに、職員毎にユーザＩＤを割
り当て、ＩＤ及びパスワードによる認証を行う。
・認証に使用するパスワードは、3か月ごとに
変更する。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　２．特定個人情報の入手
　リスク３：入手した特定個人
情報が不正確であるリスク
　・特定個人情報の正確性確
保の措置の内容

＜共通基盤システムにおける措置＞
・庁内連携による入手の場合は、共通基盤シ
ステムのシステム間連携機能により、情報の
移転元業務システムと共通基盤システム及び
移転先業務システムで同期を取る仕組みと
なっており、情報の順序性・正当性・正確性等
を担保している。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤
システム庁内連携機能経由）における措置＞
・庁内連携による入手の場合は、共通基盤シ
ステムのシステム間連携機能により、情報の
移転元業務システムと共通基盤システム及び
移転先業務システムで同期を取る仕組みと
なっており、情報の順序性・正当性・正確性等
を担保している。また、システム間連携データ
は連携の途中で更新することはできないた
め、誤った情報に上書きする恐れはない。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　２．特定個人情報の入手
　リスク４：入手の際に特定個
人情報が漏えい・紛失するリ
スク
　・リスクに対する措置の内
容

＜共通基盤システムにおける措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な業務システムの制限等により
不正な操作による情報漏えいを防止している。
・庁内連携による入手の場合は、共通基盤シ
ステムのシステム間連携機能によるアクセス
の制限と、共通基盤ファイアウォール等による
通信制御により、不正なアクセスによる情報漏
えいを防止している。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤
システム庁内連携機能経由）における措置＞
・庁内連携による入手の場合は、共通基盤シ
ステムのシステム間連携制御機能を使用し、
連携データがロストしない仕組みを構築してい
る。（何らかの事情でロストが発生した場合は
連携エラーとなる仕組みを講じている。）

事後 再実施に伴う記載の整理



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　３．特定個人情報の使用
　リスク３：従業者が事務外で
使用するリスク
　・リスクに対する措置の内
容

・委託業者に対し、個人情報の取扱委託に関
する覚書を締結し、不正利用の禁止等の従業
者への周知・徹底を義務付けている。

・委託業者に対し、個人情報の取扱委託に関
する覚書及び特定個人情報の取扱委託に関
する覚書を締結し、不正利用の禁止等の従業
者への周知・徹底を義務付けている。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　３．特定個人情報の使用
　リスク４：特定個人情報ファ
イルが不正に複製されるリス
ク
　・リスクに対する措置の内
容

【職員端末】
・職員が抽出するデータ（ＥＵＣデータ）には個
人番号を含めないことで、端末に特定個人情
報ファイルが作成されないようにしている。
・ＥＵＣデータの抽出権限は業務に必要な範囲
に限定して付与する。
・職員に対し、個人情報保護に関する研修を
必要に応じて実施する。
・委託業者との間で、個人情報の取扱いに関
する覚書を締結し、不正利用の禁止等の従業
者への周知徹底を義務付けている。

【職員端末】
・ＥＵＣデータの抽出権限は業務に必要な範囲
に限定して付与する。
・職員に対し、個人情報保護に関する研修を
必要に応じて実施する。
・委託業者との間で、個人情報の取扱いに関
する覚書及び特定個人情報の取扱委託に関
する覚書を締結し、不正利用の禁止等の従業
者への周知徹底を義務付けている。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　３．特定個人情報の使用
　リスク２：権限のない者に
よって不正に使用されるリス
ク
　・アクセス権限の発行・失効
の管理　具体的な管理方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・アクセス権限の発効及び失効は、システム管
理者または代理の者が行うため、その他の者
が自由に発効及び失効を行うことができない。
・年度当初に人事情報を元にアクセス権限の
一括更新を行い、人事異動や退職等による権
限の発効及び失効を実施している。
・年度途中にアクセス権限の変更が必要な場
合は、システム管理者または代理の者が速や
かに権限の発効及び失効を行う。
＜共通基盤システムにおける措置＞
・アクセス権限の発効及び失効は、システム管
理者または代理の者が行うため、その他の者
が自由に発効及び失効を行うことができない。
・年度当初に人事情報を元にアクセス権限の
一括更新を行い、人事異動や退職等による権
限の発効及び失効を実施している。
・年度途中にアクセス権限の変更が必要な場
合は、システム管理者または代理の者が速や
かに権限の発効及び失効を行う。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・アクセス権限の発効及び失効は、システム管
理者または代理の者が行うため、その他の者
が自由に発効及び失効を行うことができない。
・年度当初に人事情報を元にアクセス権限の
一括更新を行い、人事異動や退職等による権
限の発効及び失効を実施している。
・年度途中にアクセス権限の変更が必要な場
合は、システム管理者または代理の者が速や
かに権限の発効及び失効を行う。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　３．特定個人情報の使用
　リスク２：権限のない者に
よって不正に使用されるリス
ク
　・アクセス権限の管理
　・具体的な管理方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・人事システムから年次で人事情報を連携して
権限表を作成し、権限表をもとに発効管理・失
効管理を行う。
・システム管理者は、定期的にアクセス権限設
定の見直しを行う。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・ユーザＩＤごとにシステム管理者がアクセス権
限を設定している。
・システム管理者は、定期的にアクセス権限設
定の見直しを行う。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・人事システムから年次で人事情報を連携して
権限表を作成し、権限表をもとに発効管理・失
効管理を行う。
・システム管理者は、定期的にアクセス権限設
定の見直しを行う。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　３．特定個人情報の使用
　・特定個人情報の使用にお
けるその他のリスク対策及び
そのリスクに対する措置

　・個人番号が表示された画面のハードコピー
の取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ
る

・個人番号が表示された画面のハードコピー
の取得は事務処理に必要となる範囲にとど
め、事務処理完了後にはシュレッダーで処分
する

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　４．特定個人情報ファイル
の取扱いの委託
　・特定個人情報の提供ルー
ル
　・委託先から他者への提供
に関するルールの内容及び
ルール順守の確認方法

・個人情報の取扱委託に関する覚書におい
て、保有個人情報の外部提供の禁止を明記し
ている。

・個人情報の取扱委託に関する覚書及び特定
個人情報の取扱委託に関する覚書において、
保有個人情報の外部提供の禁止を明記して
いる。

事後 再実施に伴う記載の整理



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　４．特定個人情報ファイル
の取扱いの委託
　委託契約書中の特定個人
情報ファイルの取扱いに関す
る規定
　・規定の内容

委託契約書において、個人情報の取扱委託に
関する覚書を締結するよう義務付けており、覚
書において、以下のことを明記している。
・保有個人情報の適正管理について最大限の
注意を払い、漏えい及び毀棄等の事故を防止
するための対策を講じること。
・保有個人情報を適切に管理するため、個人
情報受託管理責任者を置くこと。
・個人情報の重要性についての認識を深める
とともに、保有個人情報の適正な取扱いに資
するための研修・教育を実施すること。
・保有個人情報をみだりに他人に知らせては
ならないこと。
・原則として、保有個人情報の取扱いの委託
の全部又は一部を再委託しないこと。再委託
する場合は、あらかじめ書面により申請し、承
認を受けること。
・保有個人情報を不正に利用し、又は毀棄等
をしないこと。
・保有個人情報を、他の従事者（担当以外の
者）　及び部外者に提供しないこと。
・契約に基づいて個人情報を収集する場合
は、受託業務の範囲を超えて収集してはなら
ないこと。
・保有個人情報を複写し、又は複製しないこ
と。
・保有個人情報に関し事故が発生したときは､
速やかに報告すること。

委託契約書において、個人情報の取扱委託に
関する覚書及び特定個人情報の取扱委託に
関する覚書を締結するよう義務付けており、覚
書において、以下のことを明記している。
・保有個人情報の適正管理について最大限の
注意を払い、漏えい及び毀棄等の事故を防止
するための対策を講じること。
・保有個人情報を適切に管理するため、個人
情報受託管理責任者を置くこと。
・個人情報の重要性についての認識を深める
とともに、保有個人情報の適正な取扱いに資
するための研修・教育を実施すること。
・保有個人情報をみだりに他人に知らせては
ならないこと。
・原則として、保有個人情報の取扱いの委託
の全部又は一部を再委託しないこと。再委託
する場合は、あらかじめ書面により申請し、承
認を受けること。
・保有個人情報を不正に利用し、又は毀棄等
をしないこと。
・保有個人情報を、他の従事者（担当以外の
者）　及び部外者に提供しないこと。
・契約に基づいて個人情報を収集する場合
は、受託業務の範囲を超えて収集してはなら
ないこと。
・保有個人情報を複写し、又は複製しないこ
と。
・保有個人情報に関し事故が発生したときは､
速やかに報告すること。
・覚書に定める事項に関する遵守状況につい
て、必要に応じて報告させ、又は実地検査する
ことができる。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　４．特定個人情報ファイル
の取扱いの委託
　・再委託先による特定個人
情報ファイルの適切な取扱い
の確保
　・具体的な方法

委託先と条例に基づく個人情報の取扱委託に
関する覚書を締結し、再委託についてはあら
かじめ書面を提出させたうえで、その妥当性を
確認する。

委託先と条例に基づく個人情報の取扱委託に
関する覚書及び特定個人情報の取扱委託に
関する覚書を締結し、再委託についてはあら
かじめ書面を提出させたうえで、その妥当性を
確認する。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　７．特定個人情報の保管・
消去
　リスク１　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損理数
　⑤物理的対策
　・具体的な対策の内容

＜岡山市における措置＞
・特定個人情報を保管するサーバーは、岡山
市の管理するデータセンター及び庁舎内の
サーバールームに構築し、設置場所への入退
室管理、施錠管理等のセキュリティ対策、無停
電電源装置の設置、空調管理、耐震・耐火措
置等の災害・事故対策を行っている。
・特定個人情報を取り扱う業務端末は、セキュ
リティワイヤーによる盗難防止措置を行い、時
間経過による画面ロック等のセキュリティ対策
を行うこととしている。

＜データセンターにおける措置＞
・特定個人情報を保管するサーバーは、岡山
市が契約するデータセンターに構築し、設置場
所への入退室管理、施錠管理等のセキュリ
ティ対策、無停電電源装置の設置、空調管
理、耐震・耐火措置等の災害・事故対策を行っ
ている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・中間サーバー･プラットフォームをデータセン
ターに構築し、設置場所への入退室者管理、
有人監視及び施錠管理をすることとしている。
また、設置場所はデータセンター内の専用の
領域とし、他テナントとの混在によるリスクを回
避する

＜収滞納事務における措置＞
・特定個人情報を取り扱う業務端末は、セキュ
リティワイヤーによる盗難防止措置を行い、時
間経過による画面ロック等のセキュリティ対策
を行うこととしている。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　７．特定個人情報の保管・
消去
　リスク１　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リスク
　⑥技術的対策
　・具体的な対策の内容

＜岡山市における措置＞
・業務サーバー及び業務端末にはウィルス対
策ソフトを導入し、共通基盤システムの運用管
理機能により、定期的にパターンファイルやセ
キュリティパッチ等の配布を行っている。
・ネットワーク間にファイアウォールを設置し、
通信制御を行っている。

＜収滞納システムにおける措置＞
・各システムではウイルス対策ソフトを導入し、
パターンファイルの更新を行う。
・各システムではファイアーウォールを導入し、
不正アクセス対策を行う。
・各システムではアクセス制限を行うとともに、
必要に応じてログの解析を行う。
・各システムにて導入しているＯＳ及びミドル
ウェアについて、必要に応じてセキュリティパッ
チの適用を行う。

＜全庁共通の措置（個人番号利用事務系端
末における措置）＞
・マイナンバー系ネットワークに接続し、イン
ターネット系やLGWAN接続系端末とは物理的
に異なる端末を使用している。
・ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイ
ルの更新を行う。
・外部記憶媒体等への書き出しは原則として
禁止し、制限している。
・マイナンバー系ネットワークの各データファイ
ルは自動的に暗号化される仕組みとしてい
る。このため、所定の復号化ソフトを導入して
いない端末からはデータファイルの中身を閲
覧することはできない。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・中間サーバー・プラットフォームではUTM（コ
ンピュータウイルスやハッキングなどの脅威か
らネットワークを効率的かつ包括的に保護する
装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及
び侵入防止を行うとともに、ログの解析を行
う。
・中間サーバー・プラットフォームでは、ウイル
ス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新
を行う。

事後 再実施に伴う記載の整理



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　７．特定個人情報の保管・
消去
　リスク１　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リスク
　⑩死者の個人番号
　・その他の措置の内容

―

・職員退庁後若しくは週休日はセキュリティを
解除しなければ庁舎及び執務室に立ち入るこ
とが不可能。
・セキュリティカードは貸出簿を作成の上管理
している。
・個人情報関係図書は鍵付きロッカー及び
キャビネットにて保管している。
・USBは使用するPCを限定し、使用簿を作成
の上管理している。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅳ　その他のリスク対策
　１．監査
　①自己点検

＜岡山市における措置＞
・評価書の記載内容に沿ったチェックリストを
用いて、年１回の自己点検を実施する。

＜収滞納事務における措置＞
・評価書の記載内容に沿ったチェックリストを
用いて、年１回の自己点検を実施する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・運用規則等に基づき、中間サーバー･プラット
フォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、定期的に自己点検を実施することとしてい
る。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日
Ⅳ　その他のリスク対策
　３．その他のリスク対策

・職員に対し、情報セキュリティ研修を定期的
に実施し、保有個人情報を不正に取り扱った
場合の罰則適用等について周知している。な
お、違反行為を行った者に対しては、指導を行
う。
・委託業者に対し、個人情報の取扱委託に関
する覚書を締結し、従業者への研修・教育の
実施や保有個人情報を不正に取り扱った場合
の罰則適用等の周知を義務付けている。

＜収滞納事務における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を定期的
に実施し、保有個人情報を不正に取り扱った
場合の罰則適用等について周知している。な
お、違反行為を行った者に対しては、指導を行
う。
・委託業者に対し、個人情報及び特定個人情
報の取扱委託に関する覚書を締結し、従業者
への研修・教育の実施や保有個人情報を不正
に取り扱った場合の罰則適用等の周知を義務
付けている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・中間サーバー・プラットフォームを活用するこ
とにより、統一した設備環境による高レベルの
セキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシ
の高い運用担当者によるセキュリティリスクの
低減、及び技術力の高い運用担当者による均
一的で安定したシステム運用・監視を実現す
る。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅳ　その他のリスク対策
　１．監査
　①自己点検

＜岡山市における措置＞
・評価書の記載内容に沿ったチェックリストを
用いて、年１回の自己点検を実施する。

＜収滞納事務における措置＞
・評価書の記載内容に沿ったチェックリストを
用いて、年１回の自己点検を実施する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・運用規則等に基づき、中間サーバー･プラット
フォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、定期的に自己点検を実施することとしてい
る。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅳ　その他のリスク対策
　１．監査
　②監査

＜岡山市における措置＞
・情報セキュリティに関する監査を定期的に実
施する。

＜収滞納事務における措置＞
・情報セキュリティに関する監査を定期的に実
施する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・運用規則等に基づき、中間サーバー・プラット
フォームについて、定期的に監査を行うことと
している。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅳ　その他のリスク対策
　２．従業者に対する教育・啓
発

＜岡山市における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を実施す
る。

＜収滞納事務における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を実施す
る。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・中間サーバー･プラットフォームの運用に携わ
る職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等
を実施することとしている。
・中間サーバー･プラットフォームの業務に就く
場合は、運用規則等について研修を行うことと
している。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅳ　その他のリスク対策
　１．監査
　②監査

＜岡山市における措置＞
・情報セキュリティに関する監査を定期的に実
施する。

＜収滞納事務における措置＞
・情報セキュリティに関する監査を定期的に実
施する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・運用規則等に基づき、中間サーバー・プラット
フォームについて、定期的に監査を行うことと
している。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅳ　その他のリスク対策
　２．従業者に対する教育・啓
発

＜岡山市における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を実施す
る。

＜収滞納事務における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を実施す
る。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・中間サーバー･プラットフォームの運用に携わ
る職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等
を実施することとしている。
・中間サーバー･プラットフォームの業務に就く
場合は、運用規則等について研修を行うことと
している。

事後 再実施に伴う記載の整理



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和2年8月31日
Ⅳ　その他のリスク対策
　３．その他のリスク対策

・職員に対し、情報セキュリティ研修を定期的
に実施し、保有個人情報を不正に取り扱った
場合の罰則適用等について周知している。な
お、違反行為を行った者に対しては、指導を行
う。
・委託業者に対し、個人情報の取扱委託に関
する覚書を締結し、従業者への研修・教育の
実施や保有個人情報を不正に取り扱った場合
の罰則適用等の周知を義務付けている。

＜収滞納事務における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を定期的
に実施し、保有個人情報を不正に取り扱った
場合の罰則適用等について周知している。な
お、違反行為を行った者に対しては、指導を行
う。
・委託業者に対し、個人情報及び特定個人情
報の取扱委託に関する覚書を締結し、従業者
への研修・教育の実施や保有個人情報を不正
に取り扱った場合の罰則適用等の周知を義務
付けている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・中間サーバー・プラットフォームを活用するこ
とにより、統一した設備環境による高レベルの
セキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシ
の高い運用担当者によるセキュリティリスクの
低減、及び技術力の高い運用担当者による均
一的で安定したシステム運用・監視を実現す
る。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　２．特定個人情報の入手
　リスク１：目的外の入手が行
われるリスク
　・必要な情報以外を入手す
ることを防止するための措置
の内容

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤
システム庁内連携機能経由）における措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な業務システムの制限等によ
り、権限を有しない者による目的外の入手を防
止している。
・庁内連携による入手の場合は、データ提供
元の担当課と入手内容を予め合意している。
システム間連携においては予め取り決めた内
容以外の情報を入手することはできない。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤
システム庁内連携機能経由）における措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な業務システムの制限等によ
り、権限を有しない者による目的外の入手を防
止している。
・庁内連携による入手の場合、根拠法令等確
認のうえ、データ提供元の担当課と入手内容
を予め合意している。システム間連携において
は予め取り決めた内容以外の情報を入手する
ことはできない。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
１．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務
②事務の内容

②収納消込事務
納付書によるコンビニ、金融機関等への入金、
口座振替による入金などの情報をもとに消込
を行い、調定額と収入額を比較し、完納、未
納、過誤納を判定する。

②収納消込事務
納付書による入金、コンビニ入金、スマホ決済
による入金、金融機関等への入金、口座振替
による入金などの情報をもとに消込を行い、調
定額と収入額を比較し、完納、未納、過誤納を
判定する。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
１．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務
②事務の内容

⑥返戻・公示事務
送付先不明などの理由で納税通知書、督促状
が返戻された場合、送付先が判明すれば、再
度送付し、不明の場合は公示する。

⑥返戻・公示事務
送付先不明などの理由で督促状等が返戻さ
れた場合、送付先が判明すれば、再度送付
し、不明の場合は公示する。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　３．特定個人情報の使用
　リスク２
・特定個人情報の使用の記
録
・具体的な方法

・特定個人情報の使用の記録は、操作履歴
（日時、使用者、使用情報等）としてストレージ
及び外部媒体に５年間記録する。
・外部媒体に記録する場合は、外部媒体は施
錠管理されたデータセンター保管する。

・特定個人情報の使用の記録は、操作履歴
（日時、使用者、使用情報等）としてストレージ
及び外部媒体に５年間記録する。
・外部媒体に記録する場合は、外部媒体は施
錠管理されたデータセンター保管する。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保
存された情報が読み出しできないよう、物理的
破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去
する。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和2年8月31日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
　４．特定個人情報ファイル
の取扱いの委託
・特定個人情報ファイルの取
扱いの記録
・具体的な方法

・運用保守業務における特定個人情報の使用
の記録は、操作履歴（日時、使用者、使用情
報等）としてストレージ及び外部媒体に５年間
記録している。

・運用保守業務における特定個人情報の使用
の記録は、操作履歴（日時、使用者、使用情
報等）としてストレージ及び外部媒体に５年間
記録している。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保
存された情報が読み出しできないよう、物理的
破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去
する。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム
システム２
③他のシステムとの接続

［〇］その他（コンビニ収納代行業者、振替口
座管理システム、収納OCRシステム）

［〇］その他（非OCR読取システム、口座ファイ
リングシステム）

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
１．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務
②事務の内容

⑭滞納処分
財産調査の結果、納付できる資力があると判
断した滞納者に対し滞納処分（差押・交付要
求・捜索・公売）を行う。

⑭滞納処分
財産調査の結果、納付できる資力があるにも
かかわらず、納付の意思が無いと判断した滞
納者に対し滞納処分（差押・交付要求・捜索・
公売）を行う。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
１．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務
②事務の内容

なお、番号法においては、別表第二に基づい
て情報保有機関は情報提供ネットワークシス
テムに接続し、各情報保有機関が保有する個
人情報について情報連携を行うことが必要とさ
れている。
収納システムと共通基盤システムの間でデー
タ（副本）の受け渡しを行い、共通基盤システ
ムが中間サーバーを介して（※１）、情報提供
ネットワークシステムと接続することで、符号の
取得（※２）や各情報保有機関で保有する特定
個人情報の照会と提供等を実現する。
（※１）岡山市では、共通基盤システムが庁内
連携・団体内統合宛名システムとしての機能
を有し、一括して中間サーバーとの情報連携
を行う。
（※２）セキュリティの観点により、特定個人情
報の照会と提供の際は「個人番号」を直接利
用せず「符号」を取得して利用する。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム
システム４
①システム名称
③他のシステムとの接続

振替口座管理システム

[ 〇 ]庁内連携システム
[      ]宛名システム等

口座ファイリングシステム

[ 　 ]庁内連携システム
[ 〇 ]宛名システム等

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム
システム８
①システム名称
②システムの機能
③他のシステムとの接続

①イメージ管理システム
②　①個人住民税システム等から課税資料の
電子データを受取り、課税資料をイメージ化す
る機能
　　②課税資料の資料番号や宛名番号等をも
とに対象者の課税資料イメージを検索する機
能
　　③アノテーション機能：イメージにマーカー、
メモ、スタンプ、付箋等を添付する機能
　　④紙様式の課税資料等をスキャニングし
データ化する機能
③ ［〇］税務システム

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム
システム７

システム７
［〇］その他（中間サーバー、庁内各業務シス
テム）

システム９
［〇］その他（中間サーバー、庁内各業務シス
テム、コンビニ収納代行業者、eLTAX、非OCR
読取システム）

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム
システム５
①システム名称

収納ＯＣＲシステム 非ＯＣＲ読取システム 事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム
システム７
①システム名称
②システムの機能
③他のシステムとの接続

①eLTAX
②　①共通納税システムから納付情報ファイ
ルの取得
　　②猶予申請書のファイル取得
③［〇］庁内連携システム

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
①実施の有無

［　実施しない　］ ［　実施する　］ 事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

【情報照会】
　番号法第19条（特定個人情報の提供の制
限）第8号　別表第二　27の項

【情報提供】
　しない

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム

システム８ システム１０ 事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅰ　基本情報
５．個人番号の利用
法令上の根拠

番号法第９条（利用範囲）第１項
別表第１の１６の項
　地方税法その他の地方税に関する法律及び
これらの法律に基づく条例による地方税の賦
課徴収又は地方税に関する調査（犯則事件の
調査を含む。）に関する事務であって主務省令
で定めるもの

行政手続における特定の個人を識別するため
番号の利用等に関する法律別表第１の主務
省令で定める事務を定める命令第１６条

・番号法第9条（利用範囲）第1項　別表第一
16の項
　「地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例による地方税の
賦課徴収又は地方税に関する調査（犯則事件
の調査を含む。）に関する事務であって主務省
令で定めるもの」

・行政手続における特定の個人を識別するた
め番号の利用等に関する法律別表第一の主
務省令で定める事務を定める命令第16条

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日 別添１）事務の内容

⑱取り込んだ課税資料について、イメージ管
理システムへ個人番号を含むデータファイル
を連携される。これにより、イメージ照会が可
能となる。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日 別添１）事務の内容 ⑲情報照会 事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日 別添１）事務の内容 収納ＯＣＲシステム 非ＯＣＲ読取システム 事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日 別添１）事務の内容 振替口座管理システム 口座ファイリングシステム 事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日 別添１）事務の内容 ㉑個人番号を含む住民データの授受。 事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要
２．基本情報
④記録され項目
主な記録項目

［　］その他（　　　　　　　　） ［〇］その他（公金受取口座関係情報） 事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日 別添１）事務の内容
⑲情報提供ネットワークシステムより、他機関
の情報を照会する。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日 別添１）事務の内容 ⑳各種データの授受。 事後 再実施に伴う記載の整理



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和5年1月27日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要
３．特定個人情報の入手・使
用
②入手方法

［　　　］情報提供ネットワークシステム ［　〇　］情報提供ネットワークシステム 事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要
３．特定個人情報の入手・使
用
②入手方法

・本人又は本人の代理人から連絡のあった都
度。
・収滞納事務の上で、納税者の特定個人情報
が必要な都度。
・住民の個人番号については、住民記録シス
テムで異動があった都度。
・財産調査を行った都度。

・本人又は本人の代理人から連絡のあった都
度。
・収滞納事務の上で、納税者の特定個人情報
が必要な都度。
・住民の個人番号については、住民記録シス
テムで異動があった都度。
・財産調査を行った都度。
・過誤納金が発生し、口座不明の還付が発生
する都度。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要
２．基本情報
④記録され項目
その妥当性

・個人番号、４情報　：　本人確認に必要
・その他識別情報（内部番号）　：　個人番号と
の紐付けに必要
・その他住民票関係情報　：　収滞納の調査事
務、納税義務者への問い合わせに必要
・地方税関係情報　：　滞納処分に必要
・連絡先　：　納税義務者への問い合わせに必
要

・個人番号、４情報　：　本人確認に必要
・その他識別情報（内部番号）　：　個人番号と
の紐付けに必要
・その他住民票関係情報　：　収滞納の調査事
務、納税義務者への問い合わせに必要
・地方税関係情報　：　滞納処分に必要
・連絡先　：　納税義務者への問い合わせに必
要
・公金受取口座関係情報　：　納税義務者への
過誤納金還付に必要

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要
３．特定個人情報の入手・使
用
①入手元

［〇］行政機関・独立行政法人等（国税庁、法
務局　）

［〇］行政機関・独立行政法人等（国税庁、法
務局、デジタル庁　）

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要
６．特定個人情報の保管・消
去
①保管場所

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・収納・滞納システムは、岡山市の管理する
データセンターに設置しており、データセンター
への入退館及びサーバー室への入退室を厳
重に管理する。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された
収納・滞納システムのデータベース内に保存さ
れ、バックアップは共有ストレージに保存する。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・共通基盤システムは、岡山市の管理する
データセンターに設置しており、データセンター
への入退館及びサーバー室への入退室を厳
重に管理する。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された
共通基盤システムのデータベース内に保存さ
れ、バックアップは共有ストレージ及びＬＴＯ媒
体に保存する。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・収納・滞納システムは、岡山市の管理する
データセンターに設置しており、データセンター
への入退館及びサーバー室への入退室を厳
重に管理する。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された
収納・滞納システムのデータベース内に保存さ
れ、バックアップは共有ストレージに保存する。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・共通基盤システムは、岡山市の管理する
データセンターに設置しており、データセンター
への入館及びサーバー室への入室を厳重に
管理している。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された
共通基盤システムのデータベース内に保存さ
れ、バックアップは共有ストレージに保存され
る。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセ
ンターに設置している。データセンターへの入
館、及びサーバー室への入室を行う際は、警
備員などにより顔写真入りの身分証明書と事
前申請との照合を行う。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要
６．特定個人情報の保管・消
去
③消去方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
保管期間を超えたデータについて、システム
上で一括消去する。（データベースから物理的
に削除する。）
・ディスク交換やハード更改等の際は、収納・
滞納システムの保守・運用を行う事業者にお
いて、保存された情報が読み出しできないよ
う、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完
全に消去する。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・ディスク交換やハード更改、ＬＴＯ媒体の廃棄
等の際は、共通基盤システムの保守・運用を
行う事業者又は岡山市担当部署において、保
存された情報が読み出しできないよう、物理的
破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去
する。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
保管期間を超えたデータについて、システム
上で一括消去する。（データベースから物理的
に削除する。）
・ディスク交換やハード更改等の際は、収納・
滞納システムの保守・運用を行う事業者にお
いて、保存された情報が読み出しできないよ
う、物理的破壊によりデータを完全に消去す
る。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・共通基盤システムに格納する特定個人情報
は、各業務システムの副本データであるため、
消去のタイミング等は各業務システム（事務）
の運用に準ずる。
・ディスク交換やハード更改等の際は、共通基
盤システムの保守・運用を行う事業者におい
て、保存された情報が読み出しできないよう、
物理的破壊によりデータを完全に消去する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措
置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施されるため、通常、中間
サーバー･プラットフォームの事業者が特定個
人情報を消去することはない。
②ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの事業者において、
保存された情報が読み出しできないよう、物理
的破壊により完全に消去する。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステム
を通じた入手を除く。）
リスク１：目的外の入手が行
われるリスク
必要な情報以外を入手する
ことを防止するための措置の
内容
特定個人情報の使用の記録
具体的な方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・情報登録の際には、必要な情報以外の登録
を行わないように、二重チェックを実施する。
・必要な情報以外の登録ができないように、収
納・滞納システムにおいて入力項目等の制御
を行っている。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤
システム庁内連携機能経由）における措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な業務システムの制限等によ
り、権限を有しない者による目的外の入手を防
止している。
・庁内連携による入手の場合、根拠法令等確
認のうえ、データ提供元の担当課と入手内容
を予め合意している。システム間連携において
は予め取り決めた内容以外の情報を入手する
ことはできない。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・情報登録の際には、必要な情報以外の登録
を行わないように、二重チェックを実施する。
・必要な情報以外の登録ができないように、収
納・滞納システムにおいて入力項目等の制御
を行っている。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤
システム庁内連携機能経由）における措置＞
庁内連携による入手の場合、データ提供元の
担当課と入手内容を予め合意している。システ
ム間連携においては予め取り決めた内容以外
の情報を入手することはできない。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステム
を通じた入手を除く。）
リスク２：不適切な方法で入
手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容
特定個人情報の使用の記録
具体的な方法

＜収納・滞納システムにおける措置＞
申請等を受ける場合は、法令等により定めら
れた様式に限る。また、本人が提出する場合
は、本人確認書類の提示を受け、本人確認を
行う。
・本人の代理人による申告、届出等を受ける
場合は、委任状の確認を行うとともに、代理人
の本人確認を行う。
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な機能の制限等により、不適切
な方法による入手を防止している。
・調査、照会等により情報を入手する際は照会
先に調査目的、根拠法令等を提示し、回答を
求めている。
・収納・滞納システム間の連携においては、各
業務システムの制限等により、不適切な方法
による入手を防止している。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤
システム庁内連携機能経由）における措置＞
・庁内連携による入手の場合、根拠法令等の
確認のうえ、データ提供元・提供先の担当課
間で入手方法（方式、頻度、タイミングなど）を
予め合意している。システム間連携において
は予め取り決めた方法以外で情報を入手する
ことはできない。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
申請等を受ける場合は、法令等により定めら
れた様式に限る。また、本人が提出する場合
は、本人確認書類の提示を受け、本人確認を
行う。
・本人の代理人による申告、届出等を受ける
場合は、委任状の確認を行うとともに、代理人
の本人確認を行う。
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な機能の制限等により、不適切
な方法による入手を防止している。
・調査、照会等により情報を入手する際は照会
先に調査目的、根拠法令等を提示し、回答を
求めている。
・収納・滞納システム間の連携においては、各
業務システムの制限等により、不適切な方法
による入手を防止している。

＜庁内システム間連携による入手（共通基盤
システム庁内連携機能経由）における措置＞
庁内連携による入手の場合、データ提供元・
提供先の担当課間で入手方法（方式、頻度、
タイミングなど）を予め合意している。システム
間連携においては予め取り決めた方法以外で
情報を入手することはできない。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
特定個人情報の消去ルール
ルールの内容及びルールの
遵守の確認方法

・委託業務終了後は、返還、破棄もしくは専用
ソフト等を利用して完全に消去しなければなら
ない。

・委託業者が個人情報ファイルの消去を実施
する場合は、作業者、作業内容及び作業場所
等を記載した報告書の提出を義務付けてい
る。また、必要があれば本市職員が現地調査
することも可能とする。

・委託業務終了後は、返還もしくは物理的破壊
によりデータを完全に消去しなければならな
い。

・委託業者が個人情報ファイルの消去を実施
する場合は、作業者、作業内容及び作業場所
等を記載した報告書の提出を義務付けてい
る。また、必要があれば本市職員が現地調査
することも可能とする。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
７．特定個人情報の保管・消
去
特定個人情報の保管・消去
におけるその他のリスク及び
そのリスクに対する措置

ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保
存された情報が読み出しできないよう、物理的
破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去
する。

ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保
存された情報が読み出しできないよう、物理的
破壊によりデータを完全に消去する。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
３．特定個人情報の使用
特定個人情報の使用の記録
具体的な方法

・特定個人情報の使用の記録は、操作履歴
（日時、使用者、使用情報等）としてストレージ
及び外部媒体に５年間記録する。
・外部媒体に記録する場合は、外部媒体は施
錠管理されたデータセンター保管する。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保
存された情報が読み出しできないよう、物理的
破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去
する。

・特定個人情報の使用の記録は、操作履歴
（日時、使用者、使用情報等）としてストレージ
及び外部媒体に５年間記録する。
・外部媒体に記録する場合は、外部媒体は施
錠管理されたデータセンター保管する。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保
存された情報が読み出しできないよう、物理的
破壊によりデータを完全に消去する。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
特定個人情報の消去ルール
ルールの内容及びルールの
遵守の確認方法

・運用保守業務における特定個人情報の使用
の記録は、操作履歴（日時、使用者、使用情
報等）としてストレージ及び外部媒体に５年間
記録している。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保
存された情報が読み出しできないよう、物理的
破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去
する。

・運用保守業務における特定個人情報の使用
の記録は、操作履歴（日時、使用者、使用情
報等）としてストレージ及び外部媒体に５年間
記録している。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は、保
存された情報が読み出しできないよう、物理的
破壊によりデータを完全に消去する。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続

［〇］接続しない（入手） ［　］接続しない（入手） 事前
情報連携運用開始に伴う変
更



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外の入手が行
われるリスク
リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報照会機能（※１）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、提
供許可証の発行と照会内容の照会許可用照
合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワー
クシステムに求め、情報提供ネットワークシス
テムから提供許可証を受領してから情報照会
を実施することになる。つまり、番号法上認め
られた情報連携以外の照会を拒否する機能を
備えており、目的外提供やセキュリティリスク
に対応している。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能
（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ロ
グイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作
内容の記録が実施されるため、不適切な接続
端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑
止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用し
た特定個人情報の照会及び照会した情報の
受領を行う機能。
（※２）番号法の規定による情報提供ネット
ワークシステムを使用した特定個人情報の提
供に係る情報照会者、情報提供者、事務及び
特定個人情報を一覧化し、情報照会の可否を
判断するために使用するもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と
職員に付与された権限に基づいた各種機能や
特定個人情報へのアクセス制御を行う機能。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外の入手が行
われるリスク
リスクへの対策は十分か

［　　　　　　　　　　　　　］ ［　十分である　　　　　　　］ 事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外の入手が行
われるリスク
リスクに対する措置の内容

＜収納システムにおける措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な機能の制限等により、権限を
有しない者による目的外の情報登録による入
手を防止している。
・特定個人情報ファイルの情報連携は、共通
基盤システムへの通信に限定し、システムロ
グ（連携日時等）としてストレージ及び外部媒
体に５年間記録している。また、必要に応じて
システム管理者が記録の確認を行う。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は保存
された情報が読み出しできないよう、物理的破
壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去す
る。

＜共通基盤システム（番号制度情報連携機
能）における措置＞
・事務担当課と事務手続きの対応表を作成し、
システムに設定している。これにより目的外の
情報照会を制限している。
・共通基盤システムのシステム間連携制御機
能により、予め連携機能開発したシステム以
外からの情報照会依頼を許可しない措置を講
じている。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク２：安全が保たれない
方法によって入手が行われる
リスク
リスクに対する措置の内容

＜収納システムにおける措置＞
・特定個人情報ファイルの情報連携は、共通
基盤システムへの通信に限定し、システムロ
グ（連携日時等）としてストレージ及び外部媒
体に５年間記録している。また、必要に応じて
システム管理者が記録の確認を行う。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は保存
された情報が読み出しできないよう、物理的破
壊によりデータを完全に消去する。
・ネットワーク間にファイアウォールを設置し、
通信制御を行う。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、個人情報保護委員会との
協議を経て、内閣総理大臣（デジタル庁）が設
置・管理する情報提供ネットワークシステムを
使用した特定個人情報の入手のみ実施できる
よう設計されるため、安全性が担保されてい
る。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安
全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保
している。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク２：安全が保たれない
方法によって入手が行われる
リスク
リスクへの対策は十分か

［　　　　　　　　　　　　　］ ［　十分である　　　　　　　］ 事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク３：入手した特定個人情
報が不正確であるリスク
リスクに対する措置の内容

＜共通基盤システム（番号制度情報連携機
能）における措置＞
・情報照会機能により中間サーバーに情報照
会を行う際には、共通基盤システムにおいて
照会結果の改変を行わないことで、中間サー
バーから入手した情報と同一であることを担保
している。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、個人情報保護委員会との
協議を経て、内閣総理大臣（デジタル庁）が設
置・管理する情報提供ネットワークシステムを
使用して、情報提供用個人識別符号により紐
付けられた照会対象者に係る特定個人情報を
入手するため、正確な照会対象者に係る特定
個人情報を入手することが担保されている。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク２：安全が保たれない
方法によって入手が行われる
リスク
リスクに対する措置の内容

＜本市における全庁的な措置＞
・本市の中間サーバ連携用サーバは専用の
DMZ区画に設置している。また、中間サーバ
連携用サーバとの通信は共通基盤システムに
限定することで庁内からの不正な通信を遮断
するなどして、安全性を確保している。
・間接的に中間サーバと情報連携を行う各業
務システムは番号利用事務系ネットワークに
接続しており、インターネット系ネットワークと
は論理的に分離することで安全性を確保して
いる。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク３：入手した特定個人情
報が不正確であるリスク
リスクへの対策は十分か

［　　　　　　　　　　　　　］ ［　十分である　　　　　　　］ 事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク４：入手の際に特定個
人情報が漏えい・紛失するリ
スク
リスクに対する措置の内容

＜収納システムにおける措置＞
・ユーザＩＤによる識別とパスワードによる認
証、利用可能な機能の制限等により、権限を
有しない者による目的外の情報登録による入
手を防止している。
・特定個人情報ファイルの情報連携は、共通
基盤システムへの通信に限定し、システムロ
グ（連携日時等）としてストレージ及び外部媒
体に５年間記録している。また、必要に応じて
システム管理者が記録の確認を行う。

＜共通基盤システム（番号制度情報連携機
能）における措置＞
・中間サーバーから入手した情報照会結果を
業務システムに連携する場合、システム間制
御機能にて照会依頼元の連携先システムに
連携している。人手を介していないため、誤っ
た業務システムにデータが連携されたり、デー
タを紛失することはない。
・共通基盤システムのオンライン機能ではアク
セス権限設定等により、各事務担当者が入手
可能な特定個人情報の制限を行っている。
・認証管理機能により、ログイン時の職員認証
の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、
時刻、操作内容の記録が実施されるため、不
適切な接続端末の操作や、不適切なオンライ
ン連携を抑止する仕組みになっている。
・システムを一定時間使用しなかった場合、自
動的にシステムからログアウトする設定として
いる。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク４：入手の際に特定個
人情報が漏えい・紛失するリ
スク
リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、漏
えい･紛失のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失
のリスクに対応している。
③中間サーバー･プラットフォーム事業者の業
務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、
監視・障害対応等であり、業務上、特定個人情
報へはアクセスすることはなない。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク４：入手の際に特定個
人情報が漏えい・紛失するリ
スク
リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシス
テムを使用した特定個人情報の入手のみを実
施するため、漏えい・紛失のリスクに対応して
いる（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行
い、許可されていないシステムからのアクセス
を防止する仕組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結
果については、一定期間経過後に結果情報を
情報照会機能において自動で削除することに
より、特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
を軽減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・
ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の
操作や、不適切なオンライン連携を抑止する
仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワーク
システムを使用して特定個人情報を送信する
際、送信する特定個人情報の暗号化を行って
おり、照会者の中間サーバーでしか復号でき
ない仕組みになっている。そのため、情報提供
ネットワークシステムでは復号されないものと
なっている。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク４：入手の際に特定個
人情報が漏えい・紛失するリ
スク
リスクへの対策は十分か

［　　　　　　　　　　　　　］ ［　十分である　　　　　　　］ 事前
情報連携運用開始に伴う変
更

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
情報提供ネットワークシステ
ムとの接続に伴うその他のリ
スク及びそのリスクに対する
措置

（なし）

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・
ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の
操作や、不適切なオンライン連携を抑止する
仕組みになっている。
②情報連携においてのみ、情報提供用個人識
別符号を用いることがシステム上担保されて
おり、不正な名寄せが行われるリスクに対応し
ている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安
全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保
している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定
個人情報を管理するデータベースを地方公共
団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、
中間サーバー・プラットフォームを利用する団
体であっても他団体が管理する情報には一切
アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみ
が行うことで、中間サーバー･プラットフォーム
の事業者における情報漏えい等のリスクを極
小化する。

事前
情報連携運用開始に伴う変
更



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和5年1月27日

Ⅳその他のリスク対策
２．従業員に対する教育・啓
発
具体的な方法

＜収滞納事務における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を実施す
る。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
・中間サーバー･プラットフォームの運用に携わ
る職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等
を実施することとしている。
・中間サーバー･プラットフォームの業務に就く
場合は、運用規則等について研修を行うことと
している。

＜収滞納事務における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を実施す
る。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の
情報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリ
ティ教育資材を作成し、中間サーバー･プラット
フォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、運用規則（接続運用規程等）や情報セキュ
リティに関する教育を年次（年２回）及び随時
（新規要員着任時）実施することとしている。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
３．特定個人情報の使用
リスク４：入手する際に特定
個人情報が漏えい・紛失する
リスク
リスクに対する措置の内容

【職員端末】
・ＥＵＣデータの抽出権限は業務に必要な範囲
に限定して付与する。
・職員に対し、個人情報保護に関する研修を
必要に応じて実施する。
・委託業者との間で、個人情報の取扱いに関
する覚書及び特定個人情報の取扱委託に関
する覚書を締結し、不正利用の禁止等の従業
者への周知徹底を義務付けている。

【サーバー】
・バックアップファイルの取得は入退室管理を
しているデータセンターでの作業に限定されて
いる。
・システム上、管理権限を与えられた者以外、
情報の複製は行えない仕組みとする。また、
バックアップ以外にファイルを複製しないよう、
職員・委託先等に対し指導する。

【職員端末】
・ＥＵＣデータの抽出権限は業務に必要な範囲
に限定して付与する。
・職員に対し、個人情報保護に関する研修を
必要に応じて実施する。
・委託業者との間で、個人情報の取扱いに関
する覚書及び特定個人情報の取扱委託に関
する覚書を締結し、不正利用の禁止等の従業
者への周知徹底を義務付けている。

【サーバー】
・バックアップファイルの取得は入退室管理を
しているデータセンターでの作業に限定されて
いる。
・システム上、管理権限を与えられた者以外、
情報の複製は行えない仕組みとする。また、
バックアップ以外にファイルを複製しないよう、
職員・委託先等に対し指導する。
・収滞納システムサーバーで、操作できる端末
を制限している。

事後 再実施に伴う記載の整理

令和5年1月27日

Ⅵ　評価実施手続
１．基礎項目評価
①実施日

令和1年11月20日 令和4年7月1日 事前 再実施による変更

令和5年1月27日

Ⅵ　評価実施手続
２．国民・住民からの意見の
聴取
②実施日・期間

令和２年１月２０日～令和２年２月１８日 令和４年８月１日～令和４年８月３１日 事前 再実施による変更

令和5年1月27日

Ⅵ　評価実施手続
３．第三者点検
①実施日

令和2年4月24日 令和4年11月16日 事前 再実施による変更

令和5年1月27日

Ⅵ　評価実施手続
３．第三者点検
③結果

特段指摘すべき点はないが、特定個人情報の
取り扱いについて今後とも適正な運用管理に
努めてほしいという要望をいただいた。

「点検した結果、特段指摘すべき点はない」と
の答申結果であった。また、「特定個人情報の
取り扱いについて今後とも適正な運用管理に
努めてほしい」という要望をいただいた。

事前 再実施による変更

令和5年11月8日

Ⅴ　開示請求、問合せ
１．特定個人情報の開示・訂
正・利用停止請求
④個人情報ファイル簿の公
表

個人情報目録（収滞納業務で取り扱ったファイ
ル）

個人情報ファイル簿（収滞納業務で取り扱った
ファイル）

事後
個人情報保護法改正に伴う
形式的な変更

令和6年9月4日

Ⅰ　基本情報
１．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務
②事務の内容

なお、番号法においては、別表第二に基づい
て情報保有機関は情報提供ネットワークシス
テムに接続し、各情報保有機関が保有する個
人情報について情報連携を行うことが必要とさ
れている。

なお、番号法においては、法第19条第８号に
基づく主務省令第２条の表に基づいて情報保
有機関は情報提供ネットワークシステムに接
続し、各情報保有機関が保有する個人情報に
ついて情報連携を行うことが必要とされてい
る。

事後
番号法改正に伴う形式的な
変更

令和6年9月4日

Ⅰ　基本情報
５．個人番号の利用
法令上の根拠

番号法第9条（利用範囲）第1項　別表第一　16
の項　「地方税法その他の地方税に関する法
律及びこれらの法律に基づく条例による地方
税の賦課徴収又は地方税に関する調査（犯則
事件の調査を含む。）に関する事務であって主
務省令で定めるもの」

行政手続における特定の個人を識別するため
番号の利用等に関する法律第9条第1項　別
表の24の項

事後
番号法改正に伴う形式的な
変更

令和6年9月4日

Ⅰ　基本情報
５．個人番号の利用
法令上の根拠

・行政手続における特定の個人を識別するた
め番号の利用等に関する法律別表第一の主
務省令で定める事務を定める命令第16条

（省略） 事後
番号法改正に伴う形式的な
変更

令和6年9月4日

Ⅰ　基本情報
６．情報連携
②法令上の根拠

【情報照会】
番号法第19条（特定個人情報の提供の制限）
第8号　別表第二　27の項

【情報照会】
行政手続における特定の個人を識別するため
番号の利用等に関する法律第19条（特定個人
情報の提供の制限）第8号に基づく主務省令
第2条の表48の項

事後
番号法改正に伴う形式的な
変更

令和6年9月4日 （別添1）事務内容

下記の事務について、【個人番号を含む情報
の流れ】として記載

・⑤各種申請・問い合わせ  【窓口・電話】
・⑧県民税収納状況【電子】
・⑫滞納者の実態調査【紙】

下記の事務について、【個人番号を含まない
情報の流れ】として記載

・⑤各種申請・問い合わせ  【窓口・電話】
・⑧県民税収納状況【電子】
・⑫滞納者の実態調査【紙】

事後
評価書の内容と実態があっ
ていないため修正



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和6年9月4日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
７．特定個人情報の保管・消
去
⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
その内容
再発防止策の内容

[　発生なし　]

[　発生あり　]

【その内容】
令和６年３月、旧システムから新システムへの
データ移行不備により、一部データ項目に不
具合が生じ、市内対象者に他人の電話番号が
印字されたハガキを発送した。

【再発防止策の内容】
旧システムから登録データ全件の一覧を出力
し、移行元データを再度突合する。差異があっ
たものについて差異の理由を確認する。今
後、ハガキ出力前にはデータの妥当性の確認
を行う。

事後 事案発生により追記

令和7年7月10日
Ⅱ　ファイルの概要
６．－①保管場所

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセ
ンターに設置している。データセンターへの入
館、及びサーバー室への入室を行う際は、警
備員などにより顔写真入りの身分証明書と事
前申請との照合を行う。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情
報システムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業
者が保有・管理する環境に設置し、設置場所
のセキュリティ対策はクラウドサービス事業者
が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ
管理策が適切に実施されているほか、次を満
たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受
けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報は、クラウドサービス事業者
が保有・管理する環境に構築する中間サー
バーのデータベース内に保存され、バックアッ
プもデータベース上に保存される。

事後
J-LISの記載例更新に伴う修
正

令和7年7月10日
Ⅱ　ファイルの概要
６．－③消去方法

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措
置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施されるため、通常、中間
サーバー･プラットフォームの事業者が特定個
人情報を消去することはない。
②ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの事業者において、
保存された情報が読み出しできないよう、物理
的破壊により完全に消去する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措
置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施されるため、通常、中間
サーバー･プラットフォームの事業者及びクラ
ウドサービス事業者が特定個人情報を消去す
ることはない。
②クラウドサービス事業者が保有・管理する環
境において、障害やメンテナンス等によりディ
スクやハード等を交換する際は、クラウドサー
ビス事業者において、政府情報システムのた
めのセキュリティ評価制度（ISMAP）に準拠した
データの暗号化消去及び物理的破壊を行う。
さらに、第三者の監査機関が定期的に発行す
るレポートにより、クラウドサービス事業者にお
いて、確実にデータの暗号化消去及び物理的
破壊が行われていることを確認する。
③中間サーバー・プラットフォームの移行の際
は、地方公共団体情報システム機構及び中間
サーバー・プラットフォームの事業者において、
保存された情報が読み出しできないよう、デー
タセンターに設置しているディスクやハード等
を物理的破壊により完全に消去する。

事後
J-LISの記載例更新に伴う修
正

令和7年7月10日

Ⅲ　リスク対策（プロセス）
６．－リスク４．－入手の際に
特定個人情報が漏えい・紛失
するリスク．－リスクに対する
措置の内容

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、漏
えい･紛失のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失
のリスクに対応している。
③中間サーバー･プラットフォーム事業者の業
務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、
監視・障害対応等であり、業務上、特定個人情
報へはアクセスすることはない。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、漏
えい･紛失のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失
のリスクに対応している。
③中間サーバー･プラットフォーム事業者の業
務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、
監視・障害対応等、クラウドサービス事業者の
業務は、クラウドサービスの提供であり、業務
上、特定個人情報へはアクセスすることはなな
い。

事後
J-LISの記載例更新に伴う修
正

令和7年7月10日

Ⅲ　リスク対策（プロセス）
６．－情報提供ネットワークシ
ステムとの接続に伴うその他
のリスク及びそのリスクに対
する措置

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安
全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保
している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定
個人情報を管理するデータベースを地方公共
団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、
中間サーバー・プラットフォームを利用する団
体であっても他団体が管理する情報には一切
アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみ
が行うことで、中間サーバー･プラットフォーム
の事業者における情報漏えい等のリスクを極
小化する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安
全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保
している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定
個人情報を管理するデータベースを地方公共
団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、
中間サーバー・プラットフォームを利用する団
体であっても他団体が管理する情報には一切
アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみ
が行うことで、中間サーバー･プラットフォーム
の事業者及びクラウドサービス事業者におけ
る情報漏えい等のリスクを極小化する。

事後
J-LISの記載例更新に伴う修
正



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和7年7月10日

Ⅲ　リスク対策（プロセス）
７．－リスク１．－⑤物理的対
策．－具体的な対策の内容

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバー･プラットフォームをデータセン
ターに構築し、設置場所への入退室者管理、
有人監視及び施錠管理をすることとしている。
また、設置場所はデータセンター内の専用の
領域とし、他テナントとの混在によるリスクを回
避する。
②事前に申請し承認されてない物品、記憶媒
体、通信機器などを不正に所持し、持出持込
することがないよう、警備員などにより確認し
ている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情
報システムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業
者が保有・管理する環境に設置し、設置場所
のセキュリティ対策はクラウドサービス事業者
が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ
管理策が適切に実施されているほか、次を満
たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受
けている。
・日本国内でデータを保管している。

事後
J-LISの記載例更新に伴う修
正

令和7年7月10日

Ⅲ　リスク対策（プロセス）
７．－リスク１．－⑥技術的対
策．－具体的な対策の内容

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コ
ンピュータウイルスやハッキングなどの脅威か
らネットワークを効率的かつ包括的に保護する
装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及
び侵入防止を行うとともに、ログの解析を行
う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイル
ス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新
を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、
必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コ
ンピュータウイルスやハッキングなどの脅威か
らネットワークを効率的かつ包括的に保護する
装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及
び侵入防止を行うとともに、ログの解析を行
う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイル
ス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新
を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、
必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
④中間サーバー・プラットフォームは、政府情
報システムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業
者が保有・管理する環境に設置し、インター
ネットとは切り離された閉域ネットワーク環境に
構築する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存される
特定個人情報は、中間サーバー・プラット
フォームの事業者及びクラウドサービス事業
者がアクセスできないよう制御を講じる。
⑥中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保
している。
⑦中間サーバー・プラットフォームの移行の際
は、中間サーバー・プラットフォームの事業者
において、移行するデータを暗号化した上で、
インターネットを経由しない専用回線を使用
し、VPN等の技術を利用して通信を暗号化す
ることでデータ移行を行う。

事後
J-LISの記載例更新に伴う修
正

令和7年7月10日

Ⅳ　リスク対策（その他）
１．－②監査．－具体的な内
容

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー・プラッ
トフォームについて、定期的に監査を行うこと
としている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー・プラッ
トフォームについて、定期的に監査を行うこと
としている。
②政府情報システムのためのセキュリティ評
価制度（ISMAP）に登録されたクラウドサービ
ス事業者は、定期的にISMAP監査機関リスト
に登録された監査機関による監査を行うことと
している。

事後
J-LISの記載例更新に伴う修
正

令和7年7月10日
Ⅳ　リスク対策（その他）
３．その他のリスク対策

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用する
ことにより、統一した設備環境による高レベル
のセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラ
シの高い運用担当者によるセキュリティリスク
の低減、及び技術力の高い運用担当者による
均一的で安定したシステム運用、監視を実現
する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用する
ことにより、政府情報システムのためのセキュ
リティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウド
サービス事業者による高レベルのセキュリティ
管理（入退室管理等）、ITリテラシの高い運用
担当者によるセキュリティリスクの低減、及び
技術力の高い運用担当者による均一的で安
定したシステム運用、監視を実現する。

事後
J-LISの記載例更新に伴う修
正

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム
システム７
②システムの機能

①共通納税システムから納付情報ファイルの
取得
②猶予申請書ファイルの取得

①共通納税システムから納付情報ファイルの
取得
②猶予申請書ファイルの取得
③実態調査における照会ファイルの取得及び
回答ファイルの提供

事前 再実施による変更

（別添1）事務内容 -

下記の事務について、【個人番号を含む情報
の流れ】として追加

・⑫滞納者の実態調査【電子】

事前 再実施による変更

（別添1）事務内容 市区町村等 国税庁、市区町村等 事前 再実施による変更

Ⅱ ファイルの概要
 ３．特定個人情報の入手・使
用
②入手方法

住民基本台帳ネットワーク、本人などからの聞
き取りなど

住民基本台帳ネットワーク、eLTAX、本人など
からの聞き取りなど

事前 再実施による変更

Ⅱ ファイルの概要
 ５．特定個人情報の提供・移
転
①法令上の根拠

番号法第19条第9号 番号法第19条第10号 事前 再実施による変更



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

Ⅱ ファイルの概要
 ５．特定個人情報の提供・移
転
⑥提供方法

[　○　]　紙
[　   　]　その他　（　　　　）

[　   　]　紙
[　○　]　その他　（　eLTAX　）

事前 再実施による変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
 ５．特定個人情報の提供・移
転
リスク１
具体的な方法

特定個人情報の提供について、提供文書の写
しを施錠した書庫に５年間保管する。書庫の鍵
は、権限をもった者（係長級以上の職員）が管
理を行う。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転は、共通基盤シ
ステムへの通信に限定し、システムログ（連携
日時等）としてストレージ及び外部媒体に５年
間記録している。また、必要に応じてシステム
管理者が記録の確認を行う。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は保存
された情報が読み出しできないよう、物理的破
壊により完全に消去する。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転の記録は、システ
ムログ（連携日時等）としてストレージ及び外
部媒体に５年間記録している。また、必要に応
じてシステム管理者が記録の確認を行う。

事前 再実施による変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
 ５．特定個人情報の提供・移
転
リスク１
ルールの内容及びルール遵
守の確認方法

・特定個人情報の提供は、番号法等関連法令
の規定により、その範囲を遵守し、定められた
提供・移転先についてのみ行う。
・提供の都度、決裁を受けることにより、適法
性の確認を行う。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転は、番号法等関
連法令の規定により、その範囲を遵守し、定め
られた提供・移転先についてのみ行う。
・特定個人情報の提供・移転は、共通基盤シ
ステムへの通信に限定し、システムログ（連携
日時等）としてストレージ及び外部媒体に５年
間記録している。また、必要に応じてシステム
管理者が記録の確認を行う。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転の記録は、システ
ムログ（連携日時等）としてストレージ及び外
部媒体に５年間記録している。また、必要に応
じてシステム管理者が記録の確認を行う。

事前 再実施による変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
 ５．特定個人情報の提供・移
転
リスク２
リスクに対する措置の内容

ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログ
アウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録
を実施することで、不適切な端末操作を抑止
する。また、業務端末を一定時間操作しなかっ
た場合、スクリーンセーバーにより自動的に画
面をロックし、ロックの解除は、パスワードの入
力を要する設定としている。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログ
アウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録
を実施することで、不適切な端末操作を抑止
する。また、業務端末を一定時間操作しなかっ
た場合、スクリーンセーバーにより自動的に画
面をロックし、ロックの解除は、パスワードの入
力を要する設定としている。
・特定個人情報の提供・移転は、番号法等関
連法令の規定により、その範囲を遵守し、定め
られた提供・移転先についてのみ行う。
・特定個人情報の提供・移転は、共通基盤シ
ステムへの通信に限定し、システムログ（連携
日時等）としてストレージ及び外部媒体に５年
間記録している。また、必要に応じてシステム
管理者が記録の確認を行う。
・ストレージ及び外部媒体を廃棄する際は保存
された情報が読み出しできないよう、物理的破
壊により完全に消去する。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転の記録は、システ
ムログ（連携日時等）としてストレージ及び外
部媒体に５年間記録している。また、必要に応
じてシステム管理者が記録の確認を行う。

事前 再実施による変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策
 ５．特定個人情報の提供・移
転
リスク３
リスクに対する措置の内容

・提供する特定個人情報を含む資料につい
て、複数の担当者による二重チェックを実施し
ている。

＜収納・滞納システムにおける措置＞
・提供する特定個人情報を含む資料につい
て、複数の担当者による二重チェックを実施し
ている。
・特定個人情報の提供・移転は、番号法等関
連法令の規定により、その範囲を遵守し、定め
られた提供・移転先についてのみ行う。
・特定個人情報の提供・移転は、共通基盤シ
ステムへの通信に限定し、システムログ（連携
日時等）としてストレージ及び外部媒体に５年
間記録している。また、必要に応じてシステム
管理者が記録の確認を行う。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・特定個人情報の提供・移転の記録は、システ
ムログ（連携日時等）としてストレージ及び外
部媒体に５年間記録している。また、必要に応
じてシステム管理者が記録の確認を行う。

事前 再実施による変更

Ⅳ　その他のリスク対策
２．従業員に対する教育・啓
発
具体的な方法

＜収滞納事務における措置＞
職員に対し、情報セキュリティ研修を実施す
る。

＜収滞納事務における措置＞
職員に対し、情報セキュリティ研修を年１回以
上実施する。

事前 再実施による変更

Ⅳ　その他のリスク対策
３．その他のリスク対策

＜収滞納事務における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を定期的
に実施し、保有個人情報を不正に取り扱った
場合の罰則適用等について周知している。な
お、違反行為を行った者に対しては、指導を行
う。

＜収滞納事務における措置＞
・職員に対し、情報セキュリティ研修を年１回以
上実施し、保有個人情報を不正に取り扱った
場合の罰則適用等について周知している。な
お、違反行為を行った者に対しては、指導を行
う。

事前 再実施による変更

Ⅵ　評価実施手続
１．基礎項目評価
①実施日

令和4年7月1日 令和7年7月24日 事前 再実施による変更


